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第1章　調査研究の目的と先行研究の概要
第1節　調査研究の目的
地球規模での協調と国際競争力の強化が求められる時代を迎えるなかで、科学技術の振
興は、益々重要な政策課題となっているが、そのためには、科学技術活動を担う人材の確
保・育成が不可欠である。
これまで科学技術政策研究所においては、「理工系学生の就職動向について」（NISTEP
REPORTNo．1、平成元（1989）年6月）、「大学進学希望者の進路選択について」（NISTEP
REPORTNo．12、平成2（90）年8月）、「科学技術活動に関する情報を青少年に向けてい
かに発信するか」（NISTEPREPORTNo．24、平成4（92）年10月）等を実施してきた。
これらの調査研究においては、大学生の就職動向や高校生の大学進学等の状況の分析を通
じ、いわゆる「若者の科学技術離れ」の実態を明らかにし、その一部は平成5（94）年科
学技術自書に盛り込まれるなど、一定の成果を上げてきたところである。
しかしながら、これらの調査研究の主たる対象期間は、いわゆるバブル経済の時期に当
たっているが、その後の経済情勢の変化のなかで、科学技術人材を取り巻く状況も大きく
変化している（注1）。
また、一方、今後の我が国における科学技術活動を担う人材を安定的に確保していくた
めには、将来必要とされるであろう研究者の需要を予測し、その人材を供給していくため
の方策を検討していくことが重要との考え方もある。しかしながら、この面での調査研究
については、これまで科学技術政策研究所においては実施しておらず、また、先行研究の
多くは、次節で述べるように、文部省関連のものが中心である。
本稿は、過去の先行研究の手法を踏襲し、現時点での将来の研究者数の予測（需要の推
計）を試みるとともに、従来型の予測手法の限界・問題点及び将来の課題について考察す
ることを目的とする。
第2節　先行研究の概要
戦後の経済成長の時代は技術革新の時代でもあり、これに伴って科学技術者に対する需
要も拡大した。このような背景の下、経済の高度成長が始まった昭和35（1960）年前後
から、研究者の需給予測が盛んに行われるようになった。
表1は、過去に行われた公的機関による研究者の需給予測の事例を整理したものである。
これらの予測は、基本的には「マンパワー需要アプローチ」（manpOWer requirement
approach）と呼ばれる方法を用いている。これは、科学技術者（高等教育機関の卒業生）
－1－
に対する社会の側からの需要（マンパワー需要）を推計し、それに基づいて供給側の教育
機関の拡充計画を策定する方法である。技術的には、需要側は予測、供給側は計画の形態
をとることとなる（注2）。
これら需給予測に関しての最近における主な研究成果は、表1の⑤、⑩等である。これ
らはいずれも文部省の学術審議会に関連する調査研究であり、将来の研究者需要の伸びに
対応し、いかに大学院（の定員等）を計画的に整備していくかという点に主眼が置かれて
いる。
表1　研究者需給の将来予測に関する主な先行研究の事例
番号 年 月 策定主体 名　　　 称 備　　　 考
1 和32（1957）3文部省 学技術者養成　　　 画 期経済計画に基づく予測。
35（1960）1 科学技術会議 1号答
3 35（1960）11経済審議会教育馴
小　　 会
国民所得倍増計画・教育訓練小
ムコ■46 1971）10中央教育審議会
（答申）
今後における学校教育の総合的
な拡充整備のための基本的施策
員需給予測のなかに大学教員予測
について
59（1984 山田圭一編 将来社会における研究者の需給 学術審議会答申 学術研究体制のための
洲に　 する 基　 的　　 について （ 和59）に盛、
5 成元 19893小林信一 情報技術　 養成に関　 る需給予 昭和63年度科学研究費補助金・総合研究
測モデル （心研究班「2000年における情報技術者の
測に　 する　　 的研　 の一口
2 1990）3元年度科学研究費
補助金・総合研究
2000年における情報技術者の需
給予測モデルの構築等に関する
基礎的研（郎研究班
8 2 1990）（財）未　 工学研究 基礎的・先導的 斗学技術の椎進 科学技術庁委託。5年版科学技術白書に
所 のための研究人材に関する調査
l
引用
⑨’、 3 1991）7科学技術会議人材
小　　 会
人材小委員会報告
6（1994）3潮木守一ほか 研究者の養成確保に関する研究 平成4－5年度科学研究費補助金研究成
果。平成22（2010）年度までの研究者需要
通し。 に盛込み。
8 1996）3小林信一ほか 大学院重点化施策下の大学院の
に　 する基　 的
の予測をアツ　丁－ト。
8 1996）3小林借－ほか 半導体技術分野における工学教
のマッチング
8 1996）7学術審議会（建議） 21世紀に向けての研究者の養
・確　 について
の成果を盛込み。
10（1998）9大学院の量的整備
に関する調査研究
大学院の量的整備に関する調査
研究
－2－
第2章　我が国における研究者数の現状
第1節　推計の基礎とする統計について
量的な推計を行うに当たっては、信頼性が高く継続性のある統計をベースとして用いる
ことが不可欠である。
本稿においては、我が国における科学技術に関する研究活動の状態を最も広範かつ統一
的に捉えている総務庁「科学技術研究調査」（以下、「総務庁統計」という。）を基礎デー
タとして用いることとする（注3）。
第2節　研究関係従事者数の現状
研究者の現状をみる前に、我が国において、広く、研究関係の業務に従事している者の
全体像を概観する。
総務庁統計に言う「研究関係従事者」とは、主として研究関係業務に従事する者（事務
員・労務者を含む。）とされている。
表2が、総務庁統計による平成10（1998）年4月1日現在における研究関係従事者の
全体像（数と内訳）である。
これによると、研究関係従事者の数は全体で1，022，913人であり、このうち研究者が
754，352人（うち本務者数704，514人）と、全体の74％と大きな部分を占めている（図2）。
残りは、研究補助者（8％）、技能者（9％）、研究事務その他の関係者（9％）である
（それぞれの定義は表3参照）。
図2　研究関係従事者の現状
その他
9．4％
資料：総務庁「科学技術研究調査報告」（平成10（1998）年）
一3－
表3　総務庁統計における研究関係従事者の現状（平成10（1！粉8）年4月1日現在）
会　 社　 等 研　 究　 機　 関 大　 学　 等 合　 計
研究 関連従事者 主 と して研究 関係業務 に従事す る者 （事務員 ・労務者 を含む）。 1，022，9 13
（100．0 ）（人） 589 ，240 （57．6） 105，8 13 （10．3） 327，8 60 （32．1）
研究者 大学 （短期 大学 を除 く。）の課程 を修 了 した者 （又 は これ と同等以上の専門的知識 を有す 次のいずれ かに該 当す る者。
る者） で、 2 年以上 の研 究の経歴 を有 し、 かつ、特 定の研 究テ ーマ をもって研究 を行 って （》　 教員
い る者。 ②　 大学院博 士課程 の在 籍者
（a　 医局員 ・そ の他 の研 究員
その他の研究員 とは、教員 、大学院博士課程
の在籍者及び 医局員以外の者で、大学 （短期
大学を除 く。）の課程 を修 了 し （又は これ と同
等以上の専門的知識を有 し）、 2 年以上の研 究
の経歴 を もち、かつ、特定の研 究テーマ をも
って研 究を行 ってい る者。
（人） 40 7，3 16 （39．8） 67，368 （6．6） 279，668 （27．3） 754 ，352 （73．7）
′、だV、
疎 癖 転 義 商 魂 横 転 彿 繭 商 ‾… … … … 報 酬 脱 調 胡 … … … ．… 憾 瘢 離 厳 顧 肺 癌 ‾
研究補助者 研究者を補助 し、その指導 に従 って研究 に従事す る者 で、将来研 究者 になる可能性の ある者。
83，539 （8．2）（人） 66，4 77 （6．5） 6，961 （0．7）　　　　　　　　　　　　　　　 10，10 1 （1．0 ）
技能者 研究者 、研 究補助者以外 の者 であって、研 究者 、研究補助者の指導、監督の下 に研究 に付随す る技術的サー ビスを主 と して行 う者。
約 ，104 （8 ．7）
（人） 6 6，666 （6．5）　　　　　　　　　　　　　 10，407 （1．0）　　　　　　　　　　　　　　 12，03 1 （1．2）
研 究事務その他
の関係者
上記以外 の者で、 主と して研究 に関す る庶務 、会計 、雑務等 に従事す る者
95，918 （9 ．4 ）
（人） 4 8，78 1 （4．8）　　　　　　　　　　　　　 2 1，077 （2．1）　　　　　　　　　　　　　　　 26 ，060 （2．5）
資料：総務庁「科学技術研究調査報告」
注：人数の（）内は、研究関連従事者総数に占める構成比（％）である。また、研究本務者数の［1内は、研究本務者数全体を100とした場合の構成比である。
第3節　研究（本務）者の定義と現状
（1）定義
総務庁統計による「研究者」の定義は、以下のとおりである。
大学 （短期大学を除 く。）の課程 を修了 した者 （又は これ と同等以上の専門的知識 を有す
る者）で、 2 年以上の研究の経歴を有 し、かつ、特定の研究テーマをもって研究を行 って
い るもの。
さらに、この研究者は「本務者」と「兼務者」に分類されており、前者は内部（社内、
大学内等）での研究を主とする研究者、後者は外部に本務を持つ研究者（例えば会社にお
ける兼務者とは、大学に本務を持ち、それと兼ねて会社に勤務する大学教授等）である。
したがって、兼務者は複数の機関において重複して計上されていると想定されることか
ら、本稿においては、研究者の数として、本務者の数値を用いることとする（以下、特に
断りのない限り、研究者数とは研究本務者数を指す。なお、次章以下で実際の将来推計の
基礎とする数値は、本章第5節に整理するとおり、この研究本務者数から一定の範囲の数
を除いた数値である）。
平成10（1998）年4月1日現在における研究者の分布状況を研究主体（研究者の所属）
別にみると、会社等（研究専門でない特殊法人を含む。）に属する研究者が404，232人と
全体の57％と大きな部分を占めており、研究者数で見て、我が国の研究開発の約6割が民
間企業によって担われていることがわかる（表3）。
次いで大学等（大学の学部、短期大学、高等専門学校、大学附置研究所等）の研究者数
が253，165人（36％）、残りの47，117人（7％）が研究機関に所属している。
なお、上記の定義では、「2年以上の研究の経歴」を有することが要件とされており、
したがって、2年未満の研究の経歴しか有していない研究者についてはカウントされてい
ない点に留意が必要である。経歴2年未満の者がどの程度いるかは総務庁統計においては
不明であるが、研究者のうち、2年未満の者が14％を占めるという先行研究もある位4）。
以下、研究主体別にその内容を詳細にみる。
ー5－
（2）会社等
研究者全体の6割弱と、最も多くの研究者を擁するのが「会社等」である。
総務庁統計における「会社等」とは、日本標準産業分類による「農業」、「林業J、「漁業」、
「鉱業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「運輸・通信業」及び「サ
ービス業のうち放送業及びソフトウェア業」を営む資本金1，000万円以上の会社と特殊法
人である（ただし、日本原子力研究所、理化学研究所など研究専門の特殊法人は（3）の
「研究機関」に含まれる）。
会社等における研究者数404，232人の内訳をみると、「会社」の研究数が403，737人で
あり、ほとんどが民間企業に属している。
なお、この研究者数には、「サービス業のうち放送業及びソフトウエア」産業に属する
研究者数13，542人が含まれているが、この産業については、平成9（1997）年以降、新
たに調査対象とされたものであることから、将来推計のための基礎とするデータからは除
外することとする。この結果、98年における会社等の研究者数は、390，690人となる。
これら会社等における研究者数の近年における推移を、専門別にみたものが図4である。
これによると、昭和62（1987）年から平成10（98）年の間に、会社等の研究者数は約
1．5倍に増加している。
98年について専門別の構成比（大分類）をみると、理学が25％、工学が61％、農学及
び保健がそれぞれ3％、その他自然科学分野が6％で、これら自然科学系がほとんどを占
めており、人文・社会科学系の研究者の割合は1％強に過ぎない。
この構成比を87年と比べても特に大きな変動はないが、理学（27％→25％）及び農学
（3．3％→2．8％）がやや構成比を低下させ、「その他自然科学」（4．5％→6．2％）の構成比
が上昇している。
さらに詳細な分類により研究者数の伸び（87年＝100）をみると、工学のなかの「電気・
通信」（161）、保健のなかの「医学・歯学」（265）、「その他自然科学」（206）の分野の研
究者数は、平均（150）を上回って増加していることが見て取れる。
－6－
図4　会社等の研究本務音数の推移
（1）実数
千人
書人文・社会科学
ロその他自然科学
囚保健
■農学
■その他工学
細電気・通信
口機械・船舶・航空
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（2）指数（1987年＝100）
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資料：総務庁「科学技術研究調査報告」
注：ソフトウェア業を除く。
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一一一◆－数学・物理
Il」ト・・．一化学
▲　生物・地学
Il→ト．・．－機械・船舶・航空
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一一1ト一・・一その他工学
一一■ト．・・・．一農学
→一一一保健
一一一－その他自然科学
‥◆‥人文・社会科学
次に、先にみた専門別の構成比によれば、会社等の科学技術研究は、ほとんどが自然科
学系の研究者により担われているといった印象を受けるが、これについては、統計上の制
約に留意する必要がある。
すなわち、先述したように、総務庁統計において把握されている「会社等」の範囲は、
日本標準産業分類上における「農業」、「林業」、「漁業」、「鉱業」、「建設業」、「製造業」、
「電気・ガス・熱供給・水道業」、「運輸・通信業」及び（最近追加された）「サービス業
のうち放送業及びソフトウエア業」の9業種であり、いわば「理工系」に近い業種に限定
されているためである。
このような問題意識から、会社等における研究者についての総務庁統計の「捕捉率」を
計測しようと試みた。
表5は、文部省「学校基本調査」を基に、大学院（修士課程及び博士課程）を卒業して
民間会社に就職した者の数を産業別に見たものである（総務庁統計の「会社等」の研究者
には明らかに含まれていない教員、医師等の数字は差し引いてある）。
これらの就職者の産業別の割合を求め、次に、それぞれの業種が総務庁統計の把握対象
となっているか否かをおおまかに判定し、総務庁統計の捕捉率を試算したところ、修士課
程卒業生の概ね7％、博士課程卒業者の概ね18％程度は、上記9業種以外の民間企業に就
職していると推定される。
もっとも、これら就職者のうち研究者として就職した者の割合は少ない（上記文部省統
計によると、「科学研究者」として就職した者の割合は修士課程卒業者の6％、博士課程
卒業者の16％に過ぎない）。このため、大学院を卒業して就職した者の産業別分布が直ち
に研究者の分布と等しくなることはないが、いずれにせよ、総務庁統計の対象としている
9業種のみでは、民間企業における研究者数の量的把握という面では不十分である可能性
がある。
また、次節以下に述べるように、「研究機関」及び「大学等」については、人文・社会
科学分野も含んでいる。このように、総務庁統計においては、研究主体によって把握され
ている対象が異なっていることにも留意が必要である。
－8－
表5　大学院卒業生の産業別就職者数
（総務庁統計「会社等」の研究者数の捕捉率の推計）
（単位：人、％）
修 士 課 程 博 士 課 程
（判 定 ）比 比
合　　　 計 2 9 ，5 7 6 1 0 0 ．0 1 ，9 0 5 1 0 0 ．0 －
農　　 業 5 5 0 ．2 9 0 ．5 対 象
林 9 0 ．0 3 0 ．2 対 象
漁　　 業 7 0 ．0 1 0 ．1 対 象
鉱　　 業 5 1 0 ．2 4 0 ．2 対 象
設 1 ．秒 は 6 ．2 7 6 4 ．0 対 象
製 ’ 業 1 8 ，7 6 7 6 3 ．5 1 ，0 5 3 5 5 ．3 対 象
電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・水 道 業 6 1 0 2 ．1 1 6 0 ．8 対 象
運 ・通 信 業 1 ，2 9 0 4 ．4 4 2 2 ．2 対 象
卸 冗 ・小 冗 業 、飲　 店 7 2 1 2 ．4 1 3 0 ．7 対 象 外
金 融 ・保 険 業 4 9 2 1 ．7 1 8 0 ．9 対 象 外
不 動　 業 8 8 0 ．3 0 0 ．0 対 象 外
サ ー ビ ス 業 4 ，9 2 3 1 6 ．6 4 2 3 2 2 ．2一 部 対 象
医 療 業 ・保 健 衛 －2 －0 ．0 －4 －0 ．2 対 象 外
法　 務 1 4 5 0 ．5 6 0 ．3 対 象 外
教 2 6 8 0 ．9 1 6 5 3 ．7 対 象 外
宗　 教 9 0 0 ．3 1 2 0 ．6 対 象 外
そ の 他 4 ，4 2 2 1 5 ．0 2 4 4 1 2 ．8 対 象
記 以 7 2 0 2 ．4 2 4 7 1 3 ．0 不 明
対 象 業 種　 計 2 7 ．4 1 4 9 2 ．7 1 ，5 7 2 8 2 ．5 －
対 象 外 業 種　 寅 2 ，1 6 2 7 ．3 3 3 4 1 7 ．5 －
資料：文部省「学校基本調査」（平成10年度）を基にした大まかな試算である。
注：1）大学院を卒業して民間企業に就職した者について、その概ねの産業別割合を
推計し、さらに、当該分野が総務庁統計の「会社等」の調査対象となっているか
否かを判定することにより、総務庁統計の捕捉率を推計しようとしたものである。
2）公務及び、サービス業のうち非営利的団体に就職した者は除外してある。
3）「医療業・保健衛生」については、当該数値から「医師、歯科医師、獣医師、薬
剤師」の教を、「教育」については教師の数を差し引いてある。
の判定櫓は、産業分野毎に、総務庁調査の対象である業種に該当するか否かを
判定したものである。
5）ただし、サービス業のうち「その他」については全て「ソフトウェア業」（対象業種）
として、「上記以外」については、半々にあん分して取り扱った。
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（3）研究機関
総務庁統計における「研究機関」とは、試験研究又は調査研究を行う国・公・民営の研
究機関であり、自然科学系のみではなく、人文・社会科学系、教育系も含まれている。
平成10（1998）年4月1日現在における研究機関数は1，377機関で、研究者の数は47，117
人となっている。
これを組織別にみると、国営が118機関（構成比9％）で11，412人（24％）、公営が603
機関（44％）で14，347人（30％）、特殊法人が12機関（1％）で4，453人（9％）と、
これら国公立のものが機関数で53％、研究者数で64％と過半を占めているが、民営の研
究機関も、644機関（47％）、研究者数16，905人（36％）と、大きなウェイトを占めてい
る（図6）。
さらに、分野別にみると、自然科学系の研究機関が1，131機関で全体の82％、研究本務
者数が42，557人で90％と大きな部分を占めているが、経済学や社会学といった人文・社
会系の研究機関も157機関（11％）、3，436人（7％）存在している。
図6　研究機関における研究者教の構成比
（1）組織別
0％　　101　20％　　301　40％　　501　601　70‡　　…　　90％　100％
■国「営■公　営0特殊法人口民営
（2）分野別
01　10％　　20％　　30％　　40鷺　　501　　601　　70鷺
?????????
■文学白経済学の社会学ロその他9瑠日学■工学■農学口保健D教育学ほか
資料：総務庁「科学技術研究調査報告」（平成10（1998）年）
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（4）大学等
総務庁統計における「大学等」とは、学校教育法に基づく大学の学部（大学院の研究科
を含む。）、短期大学、高等専門学校及び大学付置研究所並びに国立学校設置法に基づく大
学共同利用機関、大学入試センター、学位授与機構及び国立学校財務センターである（そ
の名簿は文部省に依頼して作成したとしている）。
平成10（1998）年4月1日現在における大学等の数は2，637機関で、設置主体別にみ
ると、国立が802機関（全体の30％）、公立が20機関（8％）、私立が1，625機関（62％）
となっている（図7）。
これら大学等における研究者の数は253，165人となっているが、その内訳をみると、教
員（教授、助教授、講師及び助手）が167，133人（66％）、大学院博士課程在学者が55，690
人（22％）、医局員・その他の研究員が30，342人（12％）となっている。
なお、本稿における将来推計のための基礎とする研究者数のデータとしては、先行研究
の手法を踏襲し、これらのうち、教員のみを研究者として取り扱うこととする（注5）。
教員の内訳をみると、大学の学部が137，052人（82％）と大きな割合を占め、短期大学
が18，887人（11％）、大学付置研究所が3，651人（2％）、その他（高等専門学校、大学
共同利用機関等）が7，543人（5％）となっている。
なお、この教員の数は文部省「学校教育基本調査」の数値ともほぼ一致している（表8）。
次に、教員について分野別の構成比をみると、文学、経済学等の人文・社会科学の分野
が26％、保健、工学等の自然科学の分野が58％、教育その他の分野が16％を占めており、
理工系の業種のみを対象としている会社等は別にしても、試験研究機関と比較し、大学等
における研究本務者は、自然科学以外の分野の構成比が大きいという特徴がある。
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第4節　予測の対象とする研究者の範囲
以上見てきたとおり、総務庁統計による平成10（1998）年4月1日現在の研究本務者
の数は704，514人であるが、本稿において試みる予測の対象とする「研究者」の範囲を、
ここで整理しておく。
まず、会社等の研究者については、データの継続性の観点から、ソフトウエア業の13，542
人を除く。
次に、大学等の研究本務者については、先行研究の手法に準じ、大学院博士課程在籍者
55，690人及び医局員等30，342人を除いた数（教員のみ）とする。
これらを除いた結果の604，940人を、本稿において予測の対象とする研究者数（次章以
降で研究者と言う場合は、この範囲を指す。）として取り扱うこととする（図9）。
この定義によると、研究者数の研究主体別の構成比は、会社等が65％、研究機関が8％、
大学等が28％と、総務庁統計に比べ、会社等のウエイトがさらに大きくなる。
図9本調査研究における「研究者」の範囲
0　　　　100　　　　200　　　　300　　　　400　　　　500　　　　600　　　　700　千人
■会社等の内のトウエア■会社等口研究機関口教員■博士課程在籍青嶋医局員等
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第5節　近年における研究者数の推移
この定義に基づく研究者数の昭和55（1980）年以降の推移を見たものが図10である。
1980年における研究者の総数は322，788人で、その研究主体別の構成比は、会社等が54％、
研究機関が10％、大学等が36％であった。これに対し、1998年には604，940人であるか
ら、この間に約1．9倍へとほぼ倍増している。
これを研究主体別にみると、会社等の伸びが最も高く、約2．3倍へと伸びている。これ
に対し、研究機関は約1．5倍、大学等は1．4倍の伸びに留まっている。
これらの結果、1998年における研究者数の研究主体別の構成比は、会社等が65％と1980
年に比べ11ポイントと大きくウエイトを高めているのに対し、研究機関は8％、大学等
は28％へと、それぞれ低下している。
図10　研究主体別にみた研究音数及び構成比の推移
?????????????
???（?）
‾　　　　　　　　　　　　　　…　　　…　　　　‥　　　研究機関
1980　8182　83　糾　肪　86　87　88　89　90　9192　93　94　95　96　97　98　年
資料：総務庁「科学技術研究調査報告」
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次に、この期間における研究者数の対前年伸び率の推移（及び研究主体別の寄与度）を
見たものが図11である。
全期間を通した平均の伸び率は3．6％であるが、期間を大きく2つに分け、いわゆるバ
ブル景気の期間を含む平成3（1991）年までを前期、経済成長率が鈍化した平成4（92）
年以降を後期とすると、前期においては研究者数は平均年4．5％（年平均18．2千人）の増
加を示したが、後期は平均2．1％（年平均11．4千人）と、その増加率は鈍化している。
これを研究者が所属する研究主体別にみると、会社等では全期間を通じた増加率が4．7％
と最も大きい。前後期に分けると、前期においては6．0％と特に大きく伸びているのに対
し、後期においては2．4％と伸びは鈍化している。
これに対し、研究機関及び大学等については、それぞれ全期間を通して2．2％、2．0％と
伸びは比較的小さい。伸び率を前後期に分けてみると、研究機関は前期2．6％に対し後期
1．7％、大学等においては前期2．2％に対し後期1．6％と、会社等に比べると前後期の格差
は小さなものとなっている。
研究者数の対前年度増加率を研究主体別の寄与度によりみると、全期間を通じて会社等
の寄与の度合いが最も大きいが、これは、実質経済成長率など経済活動の影響を受け変動
が大きい。これに対し、研究機関と大学等については、寄与の度合いは大きくないが、比
較的安定的に推移してきている状況がうかがえる。
図11研究者数の対前年増減率と実質経済成長率の推移
???????
（　0．0
％
ヽノー2．0
???????????
???????????????
資料：総務庁「科学技術研究調査報告」
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第3章　将来における研究者数の予測
本章では、前章までの動向を踏まえ、研究主体別に研究者数の将来推計を行う。なお、
将来推計の期間は、平成22（2010）年までとした。
第1節　会社等
前章で見たとおり、会社等における研究者数は、総数の約65％と最も大きな部分を占め、
かつ、近年における研究者数の増加に最も大きく寄与している。また、会社等における研
究者数は、経済活動の影響を大きく受ける状況も見られる。
ほとんどが民間企業である会社等における研究者数は、当該企業において実施される研
究活動の従属変数として決定されると考えられる。研究活動の程度を表す指標としては、
研究費支出額、売上高に対する研究費支出の割合等が考えられるが、さらに、研究活動の
程度は当該企業の経済活動（生産額）そのものに左右されるとすれば、会社等全体におけ
る研究者数は、GNPの従属変数であると考えられる（言い換えれば、研究者への需要は
経済活動からの派生需要であると考えられる）。
本調査研究においては、先行研究の手法を踏襲し、かつ、いたずらにモデルを複雑化さ
せないとの観点から、会社等の研究者数は、GNPの規模によって規定されるものと仮定
して推計することとした。
具体的には、まず、過去の研究者数と実質GNPとの相関を計測し、実質GNPの将来
見通しを行い、計測された相関係数により研究者数を推計する。なお、実質GNPの見通
しについては、不確実な要素が多いことから、複数のシナリオを設定することとする。
○　会社等の研究者数の推計手法
①　過去の実質GNPと研究者数との相関係数を計測
②　将来の実質GNPを予測
③　相関係数と実質GNP見通しにより研究者数を推計
（1）過去の実質GNPと研究者数との相関係数の計測
図12は、1980年から98年の間の実質GNP（平成2（1990）年基準、年度値）と会
社等における研究者数（各年4月1日現在）の相関をみたものである。
これによると、実質GNPと会社等の研究者数の間には、極めて高い相関（決定係数は
0．99）がみられる。しかしながら、最近においては、実質GNPが減少するなかで研究者
数は増加を続けているなど、不規則な動きを示している。
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図12実質GNPと会社等の研究者数の相関
250　　　　　　300　　　　　　350　　　　　　400　　　　　　450　　　　　　500　　　　　　550
実質GNP（兆円）
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（2）将来の実質GNPの見通し
次に、今後の実質GNPの見通しについては、経済審議会報告等を参考とした。
経済審議会経済社会展望部会報告（平成10（1998）年6月）によると、「我が国経済の
中期的な先行きを展望するに当たっては、現在の厳しい雇用情勢や金融面での不安を背景
として低下している消費者マインドがいつ頃回復するのか、また現在進められている経済
構造改革や金融システム改革の効果がいつ頃、どの程度現れるのかなど不確定な要素が多
く、先行きを高い精度で予測することは極めて困難」であるとしつつも、今後の中期的な
（1998年度～2003年度）経済成長率については「2から3％と幅をもってみる」と予測
している（図表12）。
さらに、平成11（1999）年7月8日に閣議決定された「経済社会のあるべき姿と経済
新生の政策方針について」においては、「新しい成長軌道に回復した後、2010年頃までの
中期的な実質経済成長率を、資本の寄与、労働の寄与、技術進歩等（全要素生産性）の寄与
の和で説明する「成長会計」で表現すれば、1％程度の資本の寄与、若干のマイナスの労働
の寄与、1％強の技術進歩の寄与の合計で、年2％程度の成長率になるものと見込まれる」
としている（図表13）。
本稿においては、これらを踏まえ、まず、シナリオ1（実質3％成長）、シナリオ2（実
質2％成長）を想定した。
さらに、上記の経済審議会報告の予測が「経済構造改革、財政構造改革等を推進した場
合の姿」であることが前提とされている点、民間調査機関のなかにはより低い成長率の予
測がみられることから、成長率が経済審議会の予測を下回るシナリオ3（実質1％成長）
の3つのシナリオを想定して作業を行った（注6）。
見通しの基準となる実質GNPの直近のデータは、経済企画庁が公表している平成10
（1998）年度の約485兆円（平成2（1990）年基準）である。
これを、各シナリオで想定した成長率に基づき、単純に2010年まで延長したところ、
成長率を最も高く見積もったシナリオ1（3％成長）の場合には691兆円（1998年度比43％
増）、中間的なシナリオ2（2％成長）の場合には615兆円（同27％増）、最も低く想定
したシナリオ3（1％成長）の場合は546兆円（同13％増）と見通された（図14）。
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図表13（1）経済審議会経済社会展望部会報告書（平成10年6月、抄）
（2 ）我が国経済の中期展望
～我が国経済は中期的に安定成長軌道にのるのか～
以上のよ うに、今後不良債権 問題が順調に解 消 されてい くか否かは、我が国経済 を早期
に回復 させ、不良債権 と景気の悪循環 を断ち切れるか どうかにかかっている。
こうした観点を踏まえつつ、本年 4 月に決定 された総合経済対策および財政 ・経済構造
改革 を考慮 した中期的な我が国経済の展望について試算を行 う （図表 I － 3 － 1 、参考資
料 I ）。
我が国経済の中期的な先行きを展望するに当たっては、現在 の厳 しい雇用情勢や金融面
での不安 を背景 として低下 してい る消費者マイン ドがいつ頃回復するのか、また現在進 め
られている経済構造改革や金融 システム改革の効果がいつ頃、 どの程度現れ るのかな ど不
確実な要素が多 く、先行きを高い精度で予測す ることは極めて困難であ る。そ こで、ここ
ではこの よ うな将来の不確実性 を踏まえ、今後 の中期的な経 済成長率 につい ては 2 か ら
3 ％ と幅をもってみた。
図表 1 － 3 － 1　 我が国経済の中期展望
単位 ：％
実績
97 年度
試算
1998 年度～2003 年度
である。
実質G D P 成長率 ▲ 0 ． 7 2 ． 5
（ 2　 ～　 3 ）
G D P デフレ一夕上昇率 1 ．0 0 ． 2
2003 年度
完全失業率 3 ． 5 3 ． 3
経常収支 （対名 目G D P 比） 2 ．6 1 ． 5
財政収支 （対名 目G D P 比）▲ 5 ． 9 ▲ 3 ． 4
（注 1）この中期展望 は経済構造改革、財政構造改革等を推進 した場合の’
（注 2）実質 G D P 成長率の欄の （ ）内は、幅 をもってみた成長率の姿である。
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図表13（2）経済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針
（平成11年7月8日閣議決定、抄）
（参考）2010年の経済社会
第二部で述べたような経済社会のあるべき姿をわかりやすく示すため、以下では、2010
年頃までの経済について展望するとともに、2010年頃に実現するであろう国民生活の姿を
できる限り具体的に描く。
第1章　経済の展望
第1節　経済成長率
新しい成長軌道に回復した後、2010年頃までの中期的な実質経済成長率を、資本の寄与、
労働の寄与、技術進歩等（全要素生産性）の寄与の和で説明する「成長会計」で表現すれば、
1％程度の資本の寄与、若干のマイナスの労働の寄与、1％強の技術進歩の寄与の合計で、
年2％程度の成長率になるものと見込まれる。需要面からみると、設備投資が資本係数の
頭打ち等を背景に過去に比べてやや低めの伸びにとどまる一方で、個人消費が消費性向の
上昇を背景に堅調な伸びとなる姿が想定される。
また、名目成長率は年3％台半ばと見込まれる。
第2節　物価
経済が新しい回復軌道に復帰し、財市場、労働市場における大幅な需給緩和が解消する
につれ、物価、賃金のある程度の上昇が見込まれる。今後、技術革新、競争激化等の価格
安定要因が一層強まることが予想されているが、最近の米国においても完全雇用に近い状
態で2％強の物価上昇率（97年、98年の食料・エネルギーを除く消費者物価上昇率は、そ
れぞれ2．4％、2．3％）がみられている。日本においても、最近の米国をやや下回る年2％程
度の消費者物価上昇率になると見込まれる。
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図14実質GNPの推移
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（3）相関係数と実質GNP見通しによる研究者数の推計
（1）で求められた相関係数及び（2）で見通された実質GNPをもとに、研究者数の
将来推計を行ったのが図15である。
これによると、2010年における会社等の研究者数は、成長率を最も高く見積もったシナ
リオ1（3％成長）の場合には597千人（1998年比53％増）、中間的なシナリオ2（2％
成長）の場合には516千人（同36％増）、最も低く想定したシナリオ3（1％成長）の場
合は443千人（同14％増）と試算された。
また、1999年から2010年の間の研究者の年平均増加数は、シナリオ1の場合では17．2
千人／年、シナリオ2の場合では10．5千人／年、シナリオ3の場合では4．4千人／年とな
る。
図15会社等の研究者数の推移
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第2節　研究機関
研究機関における研究者数の将来予測についても、以下のように、会社等と同様の手法
で行う。
○　研究機関の研究者数の推計手法
①　過去の実質GNPと研究者数との相関係数を計測
②　将来の実質GNを予測
③　相関係数と実質GNP見通しにより研究者数を推計
（1）過去の実質GNPと研究者数との相関係数の計測
図16は、会社等の場合と同様、1980年から1998年の実質GNPと研究機関における
研究者数の相関をみたものである。
これによると、実質GNPと研究機関の研究本務音数の間にも、高い相関（決定係数は
0．95）がみられることが明らかとなった。
図16実質GNPと研究機関の研究者数との相関
????（??
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（2）将来の実質GNPの見通し
これについては、会社等の場合と同様である。
（3）相関係数と実質GNP見通しによる研究者数の推計
（1）で求められた相関係数及び（2）で見通された実質GNPをもとに、研究機関等
の研究者数の将来推計を行ったのが図17である。
これによると、2010年における研究機関等の研究者数は、成長率を最も高く見積もった
シナリオ1（3％成長）の場合には59．6千人（1998年比27％増）、中間的なシナリオ2
（2％成長）の場合には54．5千人（同20％増）、最も低く想定したシナリオ3（1％成長）
の場合は49．8千人（同6％増）と試算された。
また、1999年から2010年の間の研究者の年平均増加数は、シナリオ1の場合では1．0
千人／年、シナリオ2の場合では0．6千人／年、シナリオ3の場合では0．2千人／年とな
る。
なお、研究機関における研究者数については、会社等ほどには実質GNPの動きには大
きく左右されない（図11参照）ことから、単純なタイムトレンドによる推計も可能と考
えられる。
図18がこの推計結果であるが、これによると、2010年における研究者数は58．3千人
となり、1998年に比べ、23．7％の増加、また、年平均の増加数は0．9千人となり、成長率
を最も高く（3％）見積もった上記シナリオ1に近い結果になる。
本稿においては、上述した実質GNPとの相関に基づく推計結果を採用する。
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図17研究機関の研究者数の推移
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図18研究機関の研究本務音数の推移（タイムトレンドによる推計）
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第3節　大学等
大学等における研究者数の推計は、会社等及び研究機関とは全く異なった手法により行
う必要がある。
これは、先に述べたように、会社等及び研究機関における研究者数は、それぞれの研究
主体において実施される研究活動（≒経済活動）の従属変数として仮定し得るのに対し、
大学等における研究者とは教員のことであり、大学における教員は、研究活動のみを行う
わけではなく、教育者としての性格を併せ持っているためである。
したがって、大学等における研究者数は、学生数の従属変数として捉えることが可能と
考えられる。
具体的な推計方法は、先行研究の手法を踏襲し、まず、将来における大学等の学生数を
見通し、次に過去の実績を参考に学生数に対する教員の比率（P／T比）を仮定し、これ
らを基に将来の研究者（教員）数を推計するという手法をとる（注7）。
○　大学等の研究者数の推計手法
①　大学等における学生数の見通し
（定員数の見通し→入学者数の見通し→学生数の見通し）
②　過去の実績に基づくP／T比の計測
③　学生数とP／T比から研究者数を推計
（1）大学等における学生数の見通し
将来における大学等における学生数を見通すことは、技術的な困難を伴う。
まず、当該年における入学者数を規定するのは18歳人口と考えられるが、我が国にお
ける18歳人口は、1992年の約208万人をピークに減少に転じ、1998年には約160万人
にまで減少している（図19）。更に、厚生省の見通しによると、今後も減少を続け、2010
年には約121万人にまで減少するとされている（厚生省「日本の将来推計人口」（平成9
年1月推計）による中位推計）。
一方、大学への入学者数は、18歳人口が減少傾向に転じた1993年以降も一貫して増加
しており、1998年には約59万人となっている。この結果、18歳人口に対する大学入学者
の割合（進学率）は、1980年の約26％から1998年には約37％の水準へと、10ポイント
以上の大幅な上昇を示している。
将来の大学への入学者数を見通すためには、この進学率の動向を予測する必要があるほ
か、学生数（在籍音数）については、過去4年間の入学者の合計と、中途退学者数、超過
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図1918歳人口と大学入学者数の推移
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成9年1月推計）、
文部省「学校基本調査」
注：1）18歳人口は中位推計による。
2）進学率は、18歳人口に対する大学入学者数の割合である。
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年次在籍者数等を考慮する必要があるほか、大学院は別途推計する必要がある。
しかしながら、これらの要因を個別に見通しても、実際の学生数は、結果的には政策的
に決定される大学等の定員数によって規定されることとなる。
したがって、本調査研究においては、文部省の計画に基づく大学の定員数の計画をベー
スとして、推計を行うこととした。
推計のベースとしたのは、大学審議会答申「平成12年度以降の高等教育の将来構想に
ついて」（平成9年1月）である（図表20）。
本答申においては、高等教育（大学及び短期大学）の全体規模の予測について2種類の
試算が示されている（図表20及び図21）。
試算aは、現在までの傾向を前提に単純に試算したものとされ、大学の定員数について
は、恒常的定員は毎年6．6千人増加（1996年の実績）、臨時的定員（96年度で73千人）
は1999年度で全て解消するものとしている。この前提に基づいて試算すると、1996年度
には約693千人であった定員数は、2000年度には約602千人へと一且大きく落ち込み、
その後は緩やかに増加することとなり、これを単純に延長すると、2010年には約646千
人となる（注8）。
試算bが試算aと異なるのは、大学の臨時的定員の取扱いである。試算bでは、臨時的
定員について、2000年度から2004年度まで段階的に（1999年度の規模の1割ずつ）解
消し、2004年度には残りの5割を恒常的定員化することとしてある。
これによると、大学定員数は2000年度から緩やかに減少し、2004年には約657千人に
まで減少した後、緩やかに増加に転じ、2010年には約684千人となる。
また、この試算bは、同答申のr臨時的定員については、段階的に解消していく一方で、
平成11年度の規模の5割程度の恒常的定員化を認めることが適切」との答申内容を踏ま
えたものであることから、本調査研究における研究者数の推計においては、この試算bを
ベースとして扱うこととする。
さて、定員数の見通し喀以上の通りであるが、実際の入学者数は、これに定員超過率を
乗じた数値となる。定員超過率については、上記の大学審議会答申における試算でも用い
られている1．10と殻定した。
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図表20　大学審議会答申「平成12年度以降の高等教育の将来構想についてJ（平成9年1月29日、抄）
II 高等教育の規模に関する考え方
（全体規模の試算）
平成 1 2年度以降の高等教育の全体規模の予測については，様々な方法があり得るが，この うち，大学 ・
短期大学について現在までの傾向を前提に単純に試算すると． 別紙 1 のような結果になる。 これによる
と，不確定要素が多く，厳密な予測は困難であるものの， 1 8 歳人口の減少に伴い，志願者数 も全体とし
ては減少傾向で推移するものと考えられる。また，入学定員がこれまでのような傾向で推移するとすれば，
1 8 歳人口に対する進学者の割合も，志願者に対する進学者の割合も，共に上昇していくこととなる （臨
時的定員をすべて解消する場合，一時的に低下することが考えられる。）。
これは，あくまで試算に過ぎず．目棟や予測を示すものではないが，いずれにしても，現行計画 と同様，
本構想の対象期間においても， 1 8 歳人口の減少に伴い，高等教育の規模の縮小が見込まれる。このよう
な時期においては，計画的な整備 目標を設定することは必ず しも適 当でない。
（臨時的定員の取扱い）
臨時的定員については， 1 8 歳人口の急増 ・急減期の調節を図るという本来の趣旨に沿えば，平成 1 1
年度末までに解消すべきものであるが，
（1）　 入学定員の減少に伴 う受験生への影響，
（2 ）　 臨時的定員が教育機会の確保に果た してきた役割，
（3 ）　 私学経営への影響，
などに配慮する必要がある。
これ らの点を踏まえると，臨時的定員を平成 1 1 年度末ですべて解消することは適切でなく，全体とし
て，本構想の対象期間である平成 1 6年度までの5 年程度の間で，段階的に解消することが適切である。
しかしながら，大学等への進学率は，既に現行計画で想定した最大のケースをも上回って推移 してお り，
現行計画どお り臨時的定員をすべて解消 した場合，進学率等が平成 1 1年度を下回る結果になることが考
えられる。 このことは，受験生への影響や，進学意欲の高まりを積極的に受け止めるという観点からは望
ま’しくない。また，臨時的定員の解消の結果，私学経営が困難な状況に至った場合の，教育条件の低下な
ど学生の教育への影響にも配慮す る必要がある。 さらに， 1 8 歳人口急増期に，私立大学 ・短期大学の臨
時的定員が教育機会の確保に果たした役割 も考慮す る必要がある。これ らを総合的に勘案すれば，臨時的
定員については．段階的に解消 していく一方で．平成 1 1年度の規模の5 割程度の恒常的定員化を認める
ことが適切である。
この場合，先に示した試算 と同様に単純に試算す ると，進学率，志願者に対する収容力ともに，空虚⊥
1 年度の水準を下回ることなく安定的に推移するものと考えられる．（別紙2 参照）
注：下線は本稿の筆者によるものである。
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（図表20　続き）
別紙1（抄）
全体規模の試算a （臨時的定員をすべて解消した場合）
（千人、％）
8 年度実 11年度 16年度 21年度
18歳人口 1 732 1糾5 1．411 1，201
志願　 数 1，096 934 905 769
（現役志願率） 54．4 54．9 58．9 62．9
入 693 706 619 64 1
……’… ’天草著薮’…、““叫… 800 748 681701
志厳　 に対　 る収　 力 73．0 80．1 75．3 91．1
進 46．2 43．4 43．3 58．3
（高卒進学率） 45．5 45．1 54．6
別紙2 （抄）
全体規模の試算b （臨時的定員の5 割を恒常的定員化した場合）
（千人、％）
8 年度実 11年度 16年度 21年度
18歳人口 1．732 1．545 1．411．201
志願 1．096 934 876 707
（現役志願率） 54．4 54．9 58．9 62．9
入学定員 693 706 657 679
人　　 数 800 748 711 707
志麻　 に対　 る収　 力 73．0 80．1 81．100．0
’学 46．2 48．4 50．4 58．8
（高卒進学率） 45．5 47．2 55．1
図21　大学定員数の試算
96　　　　　　　　　　　　　　00　　　　　　　　　　　　　　　　　　05
資料：大学審議会答申r平成12年度以降の高等教育の将来構想について」（平成9年1月）
注：試算8は、1999年度に臨時的定員を全て解消する場合、試算bは、5割を恒常的定員化する場合である。
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さらに、学生数については、各年の入学者数に、単純に学生数／入学者数比率（E／T
比）を乗じて算出することとした。具体的には、1998年の実績である3．94（学生数3，085
千人／入学者数782千人）が、1999年以降も変化しないものと設定し、2010年までの学
生数の推計を行った（表22）。
これによると、学生数は2004年には2，852千人にまで減少した後ゆるやかな増加に転
じ、2010年には2，966千人となる。
表22　大学等の研究者（教員）数の試算
（単位：千人）
年 入 学 定 員 数 i入 学 者 数 （E 学 生 数 （P ） 教 員 数 の （P ／E 比 ） （P ／T 比 ）
実 9 6 6 9 3 ．0 8 0 0 ．0 3 ．0 6 9 ．9 1 6 3 ．3 3 ．8 4 1 8 ．8 0
績 9 7 6 9 7 ．4 7 9 4 ．2 3 ．0 8 0 ．5 1 6 5 ．1 3 ．8 8 1 8 ．6 6
値 9 8 7 0 1 ．8 7 8 2 ．1 3 ．0 8 4 ．9 1 6 7 ．1 3 ．9 4 1 8 ．4 6
推
計
値
9 9 7 0 6 ．2 7 7 6 ．8 3 ，0 6 4 ．1 1 6 6 ．0 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 0 6 9 6 ．4 7 6 6 ．0 3 ．0 2 1 ．6 1 6 3 ．7 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 1 6 8 6 ．6 7 5 5 ．3 2 ，9 7 9 ．0 1 6 1 ．4 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 2 6 7 6 ．8 7 小 l．5 2 ．9 3 6 ．5 15 9 ．1 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 3 6 6 7 ．0 7 3 3 ．7 2 ．8 9 4 ．0 1 5 6 ．8 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 4 6 5 7 ．2 7 2 2 ．9 2 ．8 5 1 ．5 1 5 4 ．5 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 5 6 6 1 ．6 7 2 7 ．8 2 ．8 7 0 ．6 1 5 5 ．5 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 6 6 6 6 ．0 7 3 2 ．6 2 ，8 8 9 ．7 1 5 6 ．5 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 7 6 7 0 ．4 7 3 7 ．4 2 ．9 0 8 ．7 1 5 7 ．6 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 8 6 7 4 ．8 7 4 2 ．3 2 ．9 2 7 ．8 1 5 8 ．6 3 ．9 4 1 8 ．4 6
0 9 6 7 9 ．2 7 4 7 ．1 2 ．9 4 6 ．9 1 5 9 ．6 3 ．9 4 1 8 ．4 6
1 0 6 8 3 ．6 7 5 2 ．0 2 ，9 6 6 ．0 1 6 0 ．7 3 ．9 4 1 8 ．4 6
資料：大学審議会答申、文部省r学校基本調査」、総務庁r科学技術研究調査」
注：1）入学定員数は、大学審議会答申（平成9．1）の試算bによる。
2）98年までは実績値で、入学者数及び学生数は文部省統計（大学及び短大）
教員数は総務庁統計（大学等）による。
3）99年以降は以下の係数に基づく試算である。
1．10：定員超過率（大学審答申の前提）
3．94：学生数／入学者数（98年実績）
18．46：P／T比（98年実績）
（2）過去の実績に基づくP／T比の計測
P／T比（教員1人当たり学生数）を正確に計測するためには、文部省「学校基本調査」
の数値によることが望ましいと考えられる。これによると、1998年度における学生数は
3，048．1千人（内訳は大学2，668．1千人、短期大学416．8千人）であるのに対し、教員数（本
務者）は163．3千人（大学144．3千人、短期大学19．0千人）であり、したがって、P／T
比（教員1人当たり学生数）は、18．7となる。
しかしながら、本調査研究においては、教員数として、総務庁統計による大学等の研究
者数を用いることとする。
その理由は次の2点である。
まず、前節の大学審答申の試算は、大学及び短期大学に限定された数値であり、総務庁
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統計の対象となっている高等専門学校、通信教育等を含んでいない。したがって、高等教
育機関全体の教員数を求めるためには、更に一定の係数を設定しこれを乗じて行う必要が
あるが、試算のプロセスとしては、極力簡略であることが望ましいことである。
2点目は、本調査研究においては、これまで総務庁統計の数値をベースとして試算を行
ってきており、整合性等の観点から、極力、単一の資料を如、ることが望ましいと考えら
れるためである。
したがって、本稿においては、文部省統計による学生数（大学及び短期大学）に対する
総務庁統計をベースとした研究者数（大学等における研究本務者のうち教師の数値）を、
仮にP／T比として、推計に用いることとする。
前述のとおり、1998年度における学生数は3，048．1千人であるのに対し、総務庁統計に
よる教員数は167．1人で、P／T比は18．5となる。1999年以降は、この数値が一定であ
ると仮定して推計に用いることとした（表22）。
（3）学生数とP／T比から研究者数を推計
（1）で推計された学生数に（2）で設定したP／T比を用いて、2010年までの研究者
数を推計する。その結果を図示したものが図23である。
これによると、1998年には約167千人であった大学等の研究者（教員）数は、2004年
には155千人にまで減少した後、ゆるやかな増加に転じるものの、2010年には約161千
人と、98年に比べ約6千人（約4％）の減少するものと見込まれる。
また、この間の年平均増減数は、▲0．5千人／年となる。
圃23大学等の研究者数の推移
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第4節　研究者数（全体）の予測
以上、会社等、研究機関、大学等に分けて研究者数の推計を行ってきたが、これらを合
計したものが図24～26である。
これによると、2010年における研究者数は、成長率を最も高く見積もったシナリオ1
（3％成長）の場合には818千人（1998年比35％増）、中間的なシナリオ2（2％成長）
の場合には731千人（1998年比21％増）、最も低く想定したシナリオ3（1％成長）の
場合は654千人（1998年度比8％増）と推計される。
研究者数の研究主体別の構成比をみると、シナリオ1の場合、会社等の割合は1998年
の約65％から2010年の約73％へと大きく上昇する一方、大学等の割合は約28％から約
20％へと大きく低下する。
シナリオ3の場合は、会社等の割合は約68％への上昇でとどまる一方、大学等の割合は
約25％への低下でとどまるが、いずれのシナリオにおいても、会社等の研究者数のウェイ
トが高まる一方、大学等のウェイトは小さくなる結果となっている。
千人　　　　　　　　　図24研究音数（合計）の推移
95　　　　98　　00
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図25研究主体別にみた研究者数の推移（実数）
（1）シナリオ1：3％成長の場合
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図26研究主体別にみた研究者数の推移（構成比）
（1）シナリオ1：3％成長の場合
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次に、1999年から2010年の間について研究者数の年平均増加数をみると、成長率を最
も高く見積もったシナリオ1（3％成長）の場合では17．7千人／年と、過去の高度経済成
長期とほぼ同程度の増加数が見込まれる。これに対し、中間的なシナリオ2（2％成長）
の場合には10．5千人／年と92年以降の安定成長期並みの増加数となり、成長率を最も低
く想定したシナリオ3（1％成長）の場合では4．1千人／年と、低い増加数にとどまる（図
27）。
研究主体別にみると、いずれのシナリオにおいても増加数のほとんどは会社等の研究者
であり、大学等については逆に若干減少するものと見込まれている。
また、これらの年平均増加数は、当該年度における研究者数の前年度からの増加数であ
り、いわば、少なくともこれだけの研究者数の純増が必要となることとなる。実際には引
退する研究者もおり、その代替需要も見込まれるため、実際の需要はこの数値を上回るこ
ととなる。
先に述べた「経済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針」（99．7閣議決定、図表13参
照）にあるように年2％程度の成長率が実現されるためには、今後、毎年1万人程度の研
究者の需要（新規需要＋代替需要）を満たしていくことが必要となるが、この全てを、大
幅な減少が見込まれる若年層のみで満たしていくことは困難であると考えられる。
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推計値（1999～2010年）
このため、将来の研究者需要を満たしていく方策について、政策面を含め幅広い検討を
行っていくことが不可欠であろう。本稿においては、考えられる対応策の検討材料として、
以下の2点を指摘しておく。
第1は、中高年齢層の研究者に関してである。
文部省「学校教員統計調査」によると、大学の本務教員のうち50歳以上の者が約4割、
60歳以上の者が約16％を占めている。会社等の研究者については、総務庁統計では年齢
構成別の調査は行われていないが、先行研究事例によると、1993年の時点で、会社等の研
究者でも50歳以上の者が1割弱を占めており、研究管理やセクションの長といった管理
職的身分の者を含めると、この割合はさらに高くなるものと考えられる（注9）。
このような世代の研究者は、これまでは加齢と共に引退する場合が多かっ．たが、今後は、
これら中高年齢の研究者が、引き続きその能力を十分発揮できるような環境の整備を図っ
ていくことが重要と考えられる。
第2は、海外の研究者（技術者）に関してである。
研究者に限らず、中長期的に我が国の労働力人口が減少することが見込まれるなかで、
我が国の経済・社会が発展していくためには、海外の優秀な人材を活用していく必要があ
る。このため、例えば「APEC技術者資格承認プロジェクト」（注10）への積極的な対応な
ど、海外の研究者・技術者が国内でより積極的に活動できる環境を整備していくことが重
要である。
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第4章　研究音数予測の限界と今後の課題
従来の手法を踏襲した試算結果は以上の通りである。なお、推計手法の詳細については、
技術的な精緻化の余地は大きい（例えば、説明変数をGNPだけではなく研究費支出額を
考慮すること、P／T比の計測方法を改善すること等）。
しかしながら、これまでの作業を通じ、いくつかの基本的な問題点が明らかとなった。
それは以下に述べる3点であるが、本章では、これらを踏まえ、今後の調査研究に当たっ
ての課題を整理することとする。
第1節　分野別推計の必要性と困難さについて
問題の第1は、研究者総数としての議論はあまり意味がないことである。
今後の我が国の継続的な経済発展を支えていくための知的基盤の整備という観点から、
戦略的な部門に集中して資源を投入すべきとの議論が強い。
例えば、科学技術会議政策委員会がとりまとめた「平成12年度科学技術振興に関する
重点指針」（平成11（1999）年6月24　日）においては、特に重点的かつ緊急に推進する
ことが必要である研究開発分野として、ライフサイエンス、情報科学技術、地球・環境科
学技術の3分野が掲げられている（注11）。
したがって、研究者の需給予測を行う場合でも、問題とすべきは研究者数総体としての
需給ではなく、分野（特に重要な分野）毎の需給であり、そのギャップを明らかにするこ
とが政策課題として重要である。
このような観点から、総務庁統計により、産業別・専門別の研究者数の動向について分
析を行うことを試みたが、年度毎の「振れ」がかなり大きいことが明らかとなった。
さらには、「分野毎」といっても、厳密な予測を行おうとすればするほど、その分野は
際限なく細分化せざるを得なくなるという問題がある。
例えば、先に述べた情報科学技術の分野のなかでも重要なファクターである半導体技術
に着目しても、その技術領域は極めて広範であり、その領域毎に供給面（教育面）とのマ
ッチングを検討することが必要であるは12）。
このように、調査研究の方法には技術的な困難が伴うが、人材育成の面での課題を明ら
かにするためには、個別分野毎の需要予測が不可欠であり、その手法の開発が望まれる。
具体的な手法としては、企業団体の労働問題専門家や個別企業の人事・採用担当者等に
対して、綿密なインタビュー調査を実施することが、1つの手掛かりになると考えられる。
ー38－
第2節　供給計画作成の妥当性について
第2の問題点は、供給のあり方をどう考えるかということである。
前章までで述べてきたように、研究者の需要面については経済活動の派生需要であると
仮定できるが、これに対応する供給面については、従来は、これに見合う教育機関の拡充
計画を策定するというものであった。
しかしながら、教育行政においてもこのような考え方は変化してきており、例えば、第
3章第3節で引用した大学審議会答申「平成12年度以降の高等教育の将来構想」（平成9
（1997）年1月）においても、そこで示された高等教育の全体規模は「あくまで試算に過
ぎず、目標や予測を示すものではない」とされており、また、そもそも「計画的な整備目
標を設定することは必ずしも適当ではない」とされている。
また、経済企画庁経済研究所が公表した「教育経済研究会報告」（平成10（1998）年4
月）によると、高等教育改革への基本的目標の1つは「市場メカニズムにより人材需要の
変化に柔軟に対応できるシステムを構築」であるとし、「いわゆる『マンパワー計画』や
需給計画によって分野や量を特定した人材の養成を政府が主導することは慎む」べきとし
ている（注13）。その理由としては、「実際問題として、経済構造がダイナミックに変化する
現在では、たとえ政府であってもその将来の姿を正確に予測することは不可能」であると
し、また、「高度成長期とは技術進歩のフェーズが異なる現在、特定分野を選んで技術者
の養成枠を設定しても社会のニーズに合致したものとなる保証はない」等としている。こ
の論点は、第1節の分野別需給見通しに取り組む場合にも留意する必要があろう。
このように、仮に研究者の供給を計画的に進めていこうという政策的枠組みがそもそも
妥当性を失っているとすれば、需要予測そのものの意義・意味づけは不明確となる。
もっとも、このことが直ちに予測作業そのものの必要性まで否定するものではないと考
えられるが、いずれにせよ、予測を行うに当たっては、その結果を単純に供給計画や整備
計画に結びつけることの限界を十分踏まえた上で行う必要があると考えられる。
第3節　「研究者」の定義、範囲について
第3の問題点は、検討の対象とすべき「研究者」の定義、範囲に係る論点であり、これ
が最も根本的な課題である。
平成10（1998）年6月の学術審議会答申にあるように、我が国が「先導的・独創的な
学術研究推進による『知的存在感のある国』を目指す」ためには、世界最高水準の基礎研
究等の推進が不可欠であり、そのためには、「優れた研究者の養成・確保」が喫緊の課題
であることに疑いはない（注14）。しかし、その一方で、平成10年度科学技術白書が「科学
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技術への国家的・社会的要請」の第1に掲げている「産業再生・競争力維持」を目指して
いくためには、従来型の研究開発人材だけに着目するので十分であろうか。
会社等における従来の研究者のイメージは、例えば製造業において新製品開発に向けた
研究・技術開発を行うというものが主たるものであろう。これは、総務庁統計における「特
定の研究テーマをもって研究を行っている」という研究者の定義にも適合する。
確かに、我が国における製造業、いわゆる「ものづくり」は、これまでの経済成長と国
際競争力強化の中心的プレイヤーであったことは紛れもない事実であり、さらには、現在
の総務庁統計が製造業中心となっているのも、このような事情を反映しているものとも思
われる。
しかしながら、我が国においても、他の先進諸国同様、いわゆる「経済のサービス化」
が急速に進行している。我が国の国内総生産（名目）に占める製造業のシェアは、1970年
には36％であったのが97年には24％に低下しているのに対し、第3次産業のシェアは、
同時期に45％から57％へと大幅に上昇している。
今後の「産業再生・競争力維持」を考えていく上で、第3次産業の動向が決定的に重要
となっていることは間違いない。この点で、現行の総務庁統計については、第2草で述べ
たとおり、一部のソフトウエア業等を例外として、第3次産業はそもそも調査対象から除
かれているというカバレッジ上の問題がある。
しかしながら、問題は単なる統計上のカバレッジに留まるものではない。すなわち、今
や経済活動の6割を占める第3次産業における知的活動の担い手を想定した場合、現行の
研究者の定義、すなわち「特定の研究テーマをもって研究を行っている」という定義で十
分かどうかということである。
例えば、「産業再生・兢争力維持」の源泉がイノベーションであるとすれば、そもそも
イノベーションとは、斬新的な新製品や製造プロセスの開発といったケースは必ずしも多
くはなく、多くはありふれた漸進的なものであることがむしろ普通である（注15）。また、イ
ノベーションは、必ずしも新しいアイディアに基づく必要はなく、むしろ、以前から知ら
れていた（ありふれた）アイディアを、新しいかたちで組み合わせることによって達成さ
れる場合が多い。
製造業でも同様の事情にあるが、第3次産業においては、この傾向は一層顕著であると
考えられる。例えば、金融・保険業における新たな製品開発（例えば、デリバティブは「組
み合わせ」の典型的な例であろう。）、卸売り・小売業におけるマーケテイングのノウハウ
等を想起すれば、この事情は明らかである。
さらには、「知的生産活動」の一例として、例えばデザインという活動を考えてみると、
アパレル産業等の製造業のみならず、理容等のサービス業においても、デザインは、付加
価値を大きく高める（しかも、その効用が量的に飽和することがないという意味で「収穫
逓増」と言えよう。）という面で、これからの経済発展を支えていく重要な活動と言えよ
う。しかしながら、デザイナーは、従来の「研究者」の範疇には入らないであろう。
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同様に、コンピュータのソフトウエアの開発を取り上げても、例えば顧客の要望に応え
るカスタムソフト開発（これも十分知識集約的な活動であるが）のようなものではなく、
例えばゲームソフトの開発においては、基本的な概念設計、ストーリーの組立て、キャラ
クターの設定（ここでもデザインは決定的に重要である。）等の面で、従来の研究開発活
動の範疇に収まらない創造的かつ幅広い知的生産活動によらなければ生み出し得ないもの
であろう。
さらに敷術して考えれば、イノベーションが「新しい組み合わせ」の産物であるならば、
民間企業、大学等の別々の場で行われている知的生産活動の仲立ちとなるいわゆる「コー
ディネート人材」の役割が、今後、ますます重要となってくると考えられるが、異なる主
体の仲立ちをする「コーディネート」そのものも、（経験や人脈作りを含め）極めて知的
な活動といえようは16）。
以上述べてきたように、「知的生産活動」の担い手を捉えるためには、従来の「研究者」
の定義はあまりに狭除であり、かつ、重要な部分が欠落し得ることから、不適切な面があ
ると言わざるを得ない。従来の「研究者」に代わるような（あるいは補完するような）、
新たな概念の開発が必要と考えられる。
しかしながら、このことについては、以下の留意すべき点がある。
第1は、「知的生産活動」の担い手といっても、以上述べてきたように極めて広範な概
念となることが予想され、それらを一律に捉えることは望ましくないと考えられることで
ある。例えば、新しい知識を創造する「研究者」と、それらの知識を組み合わせ実用化す
る「技術者」いったように、その内容に応じた捉え方が必要となろう。
第2は、現行の総務庁調査の「研究者」の捉え方自体が、主として専従換算の面で、諸
外国に比べて過大となっているという事実である。（知的生産活動の担い手の一部であ
る）研究者の把握に関しては、この点で改善を図って行くべきである（注17）。
第3は、「知的生産活動」を考える場合には、その分野（いわゆる「人文・社会科学系」
と「自然科学系」）についても考慮する必要がある。
総務庁統計における会社等の範囲が、製造業等のいわゆる「自然科学系」の産業に限定
されていることは第2章で述べたとおりであるが、例えば、当研究所で行ってきた科学技
術政策の調査研究においても、ことさら「自然科学系」のみに着目し取り上げてきたきら
いがある（例えば「理工系離れ」）。この点については、科学技術庁の所掌範囲の制約から
事実上やむを得ない面もあったが、省庁再編によってこの間題は解決されていくものと考
えられる。
今後の我が国における科学技術人材の育成を図っていくためには、まず、知的基盤を構
成する幅広い「知的生産活動」を担う人材の概念設定が必要であり、さらに、その全体（及
び分野毎）の量的な予測手法の開発と、これを実現するための人材供給方策のあり方を検
討していくことが不可欠であろう。
－41－
おわりに（謝辞）
第1調査研究グループにおいては、平成11年度において、科学技術人材の需給予測を
行うことを目標として調査研究を開始したが、作業を進める過程で第4章に述べたような
問題点が浮き彫りとなった。
本来であれば、このような問題点を解決した上で調査研究レポートとしてまとめること
が望ましいが、その解決すべき問題の内容が大きく、解決にはなおしばらくの時間が必要
と見込まれること等から、取りあえず、現時点までに明らかとなった課題を整理すること
を目的として、ディスカッション・ペーパーのかたちで取りまとめたものである。
今後、当グループとしては、科学技術人材についての調査研究を継続していくこととし
ており、関係者各位の忌悌ないご意見・ご指導を賜ることができれば幸いである。
なお、本稿の作成に当たっては多くの方々のご協力をいただきましたが、特に、電気通
信大学の小林信一助教授（大学院情報システム学研究科）には、広範かつ懇切なご指導を
いただきました。ここに記し、謝意を表する次第です。
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注釈及び参考文献
（注1）平成5年版科学技術白書においては、理工系学部に対する入学志願者比率の低迷、
理工系学生の製造業への就職比率の減少等の数値を引用し、「若者の科学技術離
れ」の根拠としているが、これらの数値は、その後の経済環境の変化のなかで大き
く変化している。
例えば、学部別の入学志願者比率の推移は以下のとおりである。
○　学部別入学志願者比率の推移
1987 年度 1992 年度 1998 年度
工学部 17．1％ 12．3％ 13．1％
経済学部 13．7％ 16 ．0％ 11．8％
注：自書に引用されているのは92年度までの数値である。
（注2）小林信一「研究者及び技術者の需給予測　一方法論とその再検討－」
（研究技術計画、Ⅵ）1．4，No．1，1989）
（注3）総務庁統計が対象としている研究者のうち大学等の研究者については、文部省「学
校基本調査」、「学校教員統計調査」等により、より詳細なデータ（例えば年齢階層
別の教員数等）を得ることができる。
しかしながら、後に述べるように、両者の数字には大きな乖離はみられないこと、
量的な推計を行うに当たっては、整合性等の関連から、極力、単一の資料を用いる
ことが望ましいと考えられること、また、いたずらに作業が煩雑になるのを防ぐと
の観点から、本稿における将来推計には、基本的に総務庁統計のデータのみを用い
るものとする。
（注4）山田圭一編「将来社会における研究者の需給予測に関する研究」（広島大学大学
研究ノート第68号（1987年2月））では、約3，000の研究機関を対象にアンケー
ト調査を実施し、研究者の属性等について調査している。
これによると、企業及び公的試験研究機関の研究者のうち、経験年数2年未満の
者は13．5％を占める。
（注5）山田圭一編「将来社会における研究者の需給予測に関する研究」（広島大学大学
研究ノート第68号、1987年2月）、潮木守一ほか「研究者の養成確保に関する研
究」（平成6年3月）ほか。
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（注6）例えば、平成11年9月22日付けの日本経済新聞に掲載された日本経済研究セン
ターによる「日本経済短期予測」によると、1999年度の実質経済成長率は0．4％、
2000年度は0．1％と見通されている。
（注7）山田圭一編「将来社会における研究者の需給予測に関する研究」（広島大学大学
研究ノート第68号、1987年2月）、潮木守一ほか「研究者の養成確保に関する研
究」（平成6年3月）ほか。
（注8）この大学審議会答申においては平成21（2009）年度までの試算しか行われてい
ないが、本稿では、その前提を踏襲し2010年まで延長して試算を行っている。
（注9）潮木守一ほか「研究者の養成確保に関する研究」（平成6年3月）。
（注10）「APEC技術者資格相互承認プロジェクト」とは、1995年に大阪で開催された
APEC閣僚会議における「域内での適切な技術移転と技術者の自由な移動が必
要」である旨の決議を受け、域内における技術者の資格認定・相互承認の促進を目
的として実施されているプロジェクトで、我が国においては、これへの対応のため、
99年1月に関係省庁連絡会が設置さ検討が進められているところである。
（注11）科学技術会議政策委員会「平成12年度科学技術振興に関する重点指針」（平成11
（1999）年6月24日）においては、「国家的・社会的ニーズを踏まえた科学技術政
策課層に関し取り組むべき事項」として、①ライフサイエンスの研究開発、②情報
科学技術の研究開発、③地球・希境科学技術の研究開発、④産学官の連携と技術移
転の推進の4つが掲げられている。
（注12）小林信一ほか「半導体技術分野における工学教育のマッチング」（広島大学　大
学教育研究センター大学論集　第25集、1996．3）においては、半導体関連の技術
分野として、回路技術、デバイス技術、プロセス・材料技術、基礎物性技術等、15
領域を設定し、この領域毎のマッチングについて分析を行っている。
（注13）経済企画庁経済研究所「教育経済研究会報告」（平成10（1998）年4月）は、教
育改革を一層強力に推進するため、経済（学）的な視点を重視しつつ高等教育を中
心とした論点整理を行ったものである。
（注14）学術審議会答申「科学技術創造立国を目指す我が国の学術政策の総合的推進につ
いて－『知的存在感のある国』を目指して－」（平成10（1998）年6月）
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（注15）マイケル・E・ポーター著　竹内弘高訳「競争戦略論Ⅱ」（1999．8、ダイヤモン
ド社）p．7
（注16）前澤祐一「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究」（平
成11（1999）年8月、科学技術政策研究所DiscussionPaperNo．12）
（注17）例えば、「平成10年度科学技術自書」（p．130）においては、研究者数の日米比較
を行う場合には、以下の理由から、「我が国の研究者数が多めに見えることになる
ので注意が必要」であるとしている。
①　会社等については、我が国においては実際の人数（頭数）であるのに対し、
米国では研究者の1年間の専従換算値である。
②　民営研究機関については、米国では博士号の取得が条件となる。
③　大学等では、米国では、博士号を取得し、研究開発を主業務とする者の実際
の人数（頭数）と、研究支援に従事する大学院生の専従換算値を合計している。
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参考資料（バックデータ等）
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参考表1研究関係従事者の現状
（単位：人、％）
会 社 等　 研 究 機 関　 大 学 等　 合　 計
実
数
研 究 関 連 従 事 者　 計 5 8 9，24 0　 10 5 ，8 13　 3 2 7 ，8 6 0 1 ，0 2 2 ，9 13
研　 ヲも　 者 4 07 ，3 16　　 6 7 ，3 6 8　 2 7 9 ，6 6 8　 7 5 4 ，3 5 2
（うち 本 務 者 ） 4 04 ，2 3 2　　 4 7 ，1 1 7　 2 5 3 ，1 6 5　 7 0 4 ，5 1 4
研 究 補 助 者 66 ，4 7 7　　 6 ，9 6 1　 10 ，1 0 1　 8 3 ，5 3 9
技　 能　 者 6 6 ，6 6 6　 10 ，4 0 7　 1 2 ，0 3 1　 8 9 ，10 4
研 究 事 務 そ の 他 の 関 係 4 8，7 8 1　 2 1 ，0 7 7　　 2 6 ，0 6 0　　 9 5 ，9 18
内
訳
研 究 関 連 従 事 者　 計 5 7 ．6　　　 10 ．3　　　 3 2 ．1　　 1 0 0 ．0
研　 ヲも　 者 3 9 ．8　　　　 6 ．6　　　 2 7 ．3　　　 7 3 ．7
（うち 本 務 者 ） 3 9 ．5　　　　 4 ．6　　　 2 4 ．7　　　 6 8 ．9
研 究 補 助 者 6 ．5　　　　 0 ．7　　　 1 ．0　　　　 8 ．2
（1 ） 技　 能　 者 6 ．5　　　 1 ．0　　　 1 ．2　　　　 8 ．7
研 究 事 務 そ の 他 の 関 係 4 ．8　　　　 2 ．1　　　 2 ．5　　　　 9 ．4
内
訳
研 究 関 連 従 事 者　 計 10 0 ．0　　 10 0 ．0　　 1 0 0 ．0　　 1 0 0 ．0
研　 ヲも　 者 6 9 ．1　　　 6 3 ．7　　　 8 5 ．3　　　 7 3 ．7
（うち 本 務 者 ） 6 8 ．6　　　 4 4 ．5　　　 7 7 ．2　　　 6 8 ．9
研 究 補 助 者 1 1．3　　　　 6 ．6　　　　 3 ．1　　　　 8 ．2
（2 ） 技 能　 者 1 1 ．3　　　　 9 ．8　　　　 3 ．7　　　　 8 ．7
研 究 事 務 そ の 他 の 関 係 8 ．3　　　 1 9 ．9　　　　 7 ．9　　　　 9 ．4
内
訳
研 究 関 連 従 事 者　 計 5 7 ．6　　　 1 0 ．3　　　 3 2 ．1　　 1 0 0 ．0
研　 九　 着 5 4 ．0　　　　 8 ．9　　　 3 7 ．1　 1 0 0 ．0
（うち 本 務 者 ） 5 7 ．4　　　　 6 ．7　　　 3 5 ．9　　 1 0 0 ．0
研 究 補 助 者 7 9 ．6　　　　 8 ．3　　　 12 ．1　 1 0 0 ．0
（3 ） 技 能 者 74 ．8　　　 1 1 ．7　　　 13 ．5　　 1 0 0 ．0
研 究 事 務 そ の 他 の 関 係 5 0 ．9　　　 2 2 ．0　　　 2 7 ．2　　 1 0 0 ．0
資 料 ：総 務 庁 「科 学 技 術 研 究 調 査 報 告 」（平 成 10 （19 9 8 ）年 ）
ー49－
●考表2　産業・専門別研究本務看敷く会社等）
（1）実数
（阜 位 ：人 ）
年
総 数
自 然 科 学 人 文 ・
社 会 科 学
晴
理 学 工 学 農 学 保 健 そ の 他
数 学 ・鋤 理　 化 学　　　 生 嶋　　　 地 学 ＝ ㌔ 霊 電 気 ・遥 償 土 木 ・家 集 蝕 小 会 肩　 繊 維 農 林　 獣 医 ・畜 産　 水 産 医 学 ・禽 攣　 薬 学
19 8 7 2 60 ．糾 6 2 5 7．7 9 1 7 0 脚1 4β8 9　　 5 1．9 67　　 3 ，6 7 5　　　 55 7 15 8，7 7 1 6 4，7 60　　 7 7 ．6 1 2　　 5．86 6　　 8 ．1 8 7　　 2 ．3 468 ．5 伯 5，4 40　　 1．9 93　　 1．1 108．1 1 1 3 3 1　　 7 ，78 0 11 ．7 78 3，∝ 石
8 8 2 79 2 9 8 2 7 5．93 1 7 2 ，7 2 3 1 52 7 2　　 53 ．35 1　　 3 月 汚　　　 5 1517 2 ．1 34 6 9．1 15　　 8 5 ．4 7 5　　 5．92 2　　 8 ．6 22　　 3 ．∝ 氾 9 ．6 4 7 6，03 9　　 2，2 05　　 1，40 3 9．1 344 0 0　　 8 ．73 4 12 2 93 3 ．3 6 7
89 2 94 2 02 29 0 ．8 12 7 6 2 7 6 16 彪 3　　 55 ，4 3 4　　 4．13 1　　　 棚 18 1．3 787 2，23 2　　 9 2 ．1詑　　 6．3 時　　 8 ．7 59　　 2．35 5 9 ．5 5 5 6．12 4　　 22 15　　 1，2 16 9，5 752 7 7　　 9 2 9 8 13 ．5 2 8 3，3 9 0
90 3 13 9 48 3 10 脚8 2 4 0 8 退 座 L ⊥ 弛 9 5 4　　 4 1 65　　　 4 3 7194 07 3 7 7 16　　 9 8 1 08　　 7 42 7　　 9 0 43　　 2．1 79
8 0 84 1 10 4 6 2 9　　　 7 42 6　 10 0 99　　 2 か柑
8 ，8 1 3 … 見 鮫　 』　 17　 1，10 1 1免 1 723 92　　　 9 7 8 0 15 ，0 87 3 3 95
9 1
92
3 30 弱 蛤 32 7 2 4 1
33 7 ，12 1
8 3 ．6 92
8 7 彪 5
18 5 9 8　　 60 ．4 2 5　　 4，1 糾　　　 峨
19 彪 6　　 62 割 7　　 4，的　　　 5 1 2
2 05 鳥 叫
2 10 2 9 3
10 滴
9 ．4 0 2
6．6 19　　 2．46 7　 12 4 9
5．76 1　　 2，33 1　 1，3 10
1 0，9 55
1．93 3
3 9 2　 10 那 3
5 2 0　 1 1，4 1 3
16 7 15 3 7 55
34 0 ．8 0 9 8 3．02 8　 10 7 ，2 88　　 7．7 13　　 9 ，7 67　　 2，49 7 18 2 68 3，6 8 8
93 35 6 ．鵬 35 3 ．0 7 8 8 7 ，7 52 2 0 2 7 9　　 62 ，7 0 3　　 4．1 92　　　 5 7 8 22 1脚8 72 6 9　 12 ，帥　　 8，69 7　　 9 ．9 52　　 3，63 6 9 3 3 3 5．64 6　　 2β 04　　 13 8 3 1 3．1 497 0 7　 12 ，4 眩 2 1 2 86 3．3 23
94 36 7 2 7 8 36 4 ，0 7 2 9 2 ，4 60 2 1，11 1　 66 ，19 2　　 4，6 09　　　 5 4 8 22 5 ，19 3 8 8．14 7　 1 17 ．（治 0　　 軋03 4　　 9 ，8 37　　 2．1 759 万9 5 5．6 70　 2，4 93　　 1．43 2 1 33 866 5 7　 12 ．7 2 9 2 3 ．4 38 32 06
95 3 76 6 3 9 37 3 2 2 9 9 3 ．6 9 1 2 0 ．7 16　　 67 ．3 3 2　　　 5．1 86　　　 4 5 7 2 32 3糾 9 1 と 」 男 娼 7 0　　 7 62 9　 10 4 3 1　 2β 6 9 9 8 7 5 5 95 0　　 2．4 36　　 1 48 91 4 0 59 7 10　 13 2 3 3 ∝I 3 4 1 0
96 38 1 ，1 29 3 7 7 ．4 7 8 93 β 56 2 1脚　　 6 6 2 7 5　　 5．14 7　　　 5 8 12 37 3 9 1 9 1，ぬ 4　 12 5月 53　　 8 ．15 1　　 9 ．6 96　　 2那 7 9 β6 0 5 ，5 13　　 2．43 3　　 1，4 14 13 ，9 907 8　 13 2 4 2 2 3 βlH 3．6 5 1
97 38 4 ．8 1 1 3 8 0 ．8 0 8 93 ．∝ 応 2 0 ．9 3 5　　 6 7 ．1 18　　 5．13 3　　　 心 拍 2 38 ，45 6 92 ．92 5　 12 5 ．0 70　　 8 ．6 18　　 9 ．8 98　　 1，94 5 10 ，7 64 6β 13　　 3．09 9　　 1，35 2 13 ．7 549 6 9　 12 ，7 8 5 2 4 ．199 4，∝粗
98 39 0 ．6 9038 8 ．3 7 4 99 ．小幡 2 1．0 1 5　　 72 ．8 8 7　　 5．14 1　　　 4 0 22 39 2 5 7 92 ．83 2　 12 5 ．1 74　　 8 ．46 4　 1 0 ．5 4品　　 2．23 9 10 ．9 1 1 7J持 5　　 22 68　　 1．30 8 12 ．4 498 7 7　 1 1．5 7 2 2 4 β12 4．3 16
??????
（鼠 位 ：％ ）
年
総 数
自然 科 学 人 文 ・
社 会 科 学
計
理 学 工 学 農 学 保 健 そ の 他
数学 ・鋤 環　 化 学　　　 生 嶋　　　 地 学 雷 霊 聖 t 気 ・逢 償 土 木 ・建瘢 鉱 山 ・会 肩　 車鐘 農 林　 獣 筐 ・畜 産　 水 産 医学 ・合 筆　 薬 学
1987 100．0 98．8 27．1 55　　　 19．9　　　　 1．4　　　　 0．2 60．9 24．8　　　 29．8　　　　 22　　　　 3．1　　　 0．93．3 2．1　　　　 0．8　　　　 0．4 3．1 0．1　　　　 3．0 45 1．2
88 100．0 98．8 26．05．5　　　 19．1　　　 1．3　　　　 02 61．6 24．7　　　 30．6　　　　 2．1　　　　 3．1　　　 1．1乱5 2．2　　　　 0．8　　　　 05 3．3 0．1　　　　 3．1 4．4 1．2
89 1（鳩．0 98．8 25．95．5　　　 18．8　　　 1．4　　　　 02 61．8 24．6　　　 3 13　　　　 2．2　　　　 3．0　　　　 0．83．2 2．1　　　　 0．8　　　　 0．4 3．3 0．1　　　　 3．2 4．6 12
90 刊Xl．0 98．9 2625．7　　　 19．1　　　 1．3　　　　 0．1 61．8 24．6　　　 3 1．2　　　　 2．4　　　　 2．9　　　　 0．7 2．81．8　　　　 0．7　　　　 0．4 32 0．1　　　　 3．1 4．8 1．1
91 1C栂．0 98．9 25．35．6　　　 18．3　　　　 1．3　　　　 0．1 62．124．4　　 3 1．6　　　 22　　　 3．1　　 の 3．1 2．0　　　　 0．7　　　　 0．4 3．3 0．1　　　　 32 5．0 1．1
92 100．0 98．9 25．6 5．7　　　 18．4　　　 1．4　　　　 02 61．7 24．4　　　 3 1．5　　　　 2．3　　　　 2．9　　　　 0．72．8 1．7　　　　 0．7　　　　 0．4 3．5 0」2　　　　 33 5．4 1．1
93 100．0 99．1 24．65．7　　　 17．6　　　 12　　　　 0．2 62．2 245　　　 3 1．4　　　　 2．4　　　　 2．8　　　 1．02．6 1．6　　　　 0．6　　　　 0．4 3．7 0．2　　　　 35 6．0 0．9
94 100．0 99．1 2525．7　　　 18．0　　　 1．3　　　　 0．1 61．3 24．0　　　 3 1．9　　　　 22　　　　 2．7　　　　 0．6 2．61．5　　　　 0．7　　　　 0．4 3．6 0．2　　　　 3．5 6．4 0．9
95 100．0 99．1 24．955　　　 17．9　　　　 1．4　　　　 0．1 61．7 24．3　　　 32．0　　　　 2．0　　　　 2．8　　　　 0．62．6 1．6　　　　 0．6　　　　 0．4 3．7 0，2　　　　 3．5 62 0．9
96 11XI．0 99．0 24．55．6　　　 17．4　　　　 1．4　　　　 02 62．3 24．1　　　 32．9　　　　 2．1　　　　 25　　　　 0．62．5 1．4　　　 0．6　　　 6．4 3．7 02　　　　 3．5 6．1 1．0
97 100．0 99．0 24．3 5．4　　　 17．4　　　 1．3　　　　 0．1 62．0 24．1　　　 325　　　　 2．2　　　　 2．6　　　　 0．52．8 1．6　　　　 0．8　　　　 0．4 3．6 0．3　　　　 3．3 6．3 1．0
98 1tX）．0 98．9 25．5 5．4　　　 18．7　　　　 1．3　　　　 0．1 61223．8　　　 32．0　　　　 2．2　　　　 2．7　　　　 0．62．8 1．9　　　　 0．6　　　　 03 32 02　　　　 3．0 62 1．1
（3）伸び（1987年－1的）
年
総 数
自 然 科 学 人 文 ・
社 会 科 学
什
理 学 工 学 農 学 保 健 そ の 他
数 学 ・嶋 理 ． ・化 学　　　 生 鞠　　　 地 学 洗　 電 気 ・通 信 土 木 ・家 集 蝕 小 会 員　 線 維 農 林　 獣 医 ・畜 産 ： ．水 産 医 学 ・歯 学　 薬 学
1 98 7 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0．0 10 0 ．0　　 1 00 ．0　　 10 0 ．0　　 1 0 0．0 10 0 ．0 10 0 ．0　　 1 00 ．0　　 10 0 ．0　　 1 00 ．0　　 1 （X l．0 10 0．010 0 ．0　　 10 0 ．0　　 1 00 ．0 10 0 ．0 1 00 ．0　　 10 0．0 100 ．0 1 00 ．0
8 8 10 7 ．1 10 7 ．0 10 3 ．0 1 06 ．1　　 1 02 ．7　　　 9 7 ．6　　　 92 ．5 10 8 ．4 10 6 ．7　　 1 10 ．1　　 10 1 ．0　　 1 05 ．3　　 127 ．9 11 2．9 1 1 1．0　　 1 10 ．6　　 12 6 ．4 1 12 ．6 1 2 0 ．8　　 11 2．3 104 ．410 ．2
8 9 1 12．8 1 12 ．8 10 8 ．1 1 12 ．7　　 1 06 ．7　　 1 12 ．4　　　 8 7．6 1 14 ．6 1 1 1．5　　 1 18 ．8　　 10 8 ．1　　 1 0 7．0　　 100 ．411 1 ．8 1 12 ．6　　 1 1 1．1　　 1 09 ．5 1 18 ．083 7　　 11 9 5 114 ．9 1 1 1．0
9 0 12 0 ．4 12 0 ．5 1 16 ．7 1 24 ．1　 1 1 5．4　　 1 13 ．3　　　 7 8．5 12 2 ．2 1 19 ．4　　 1 26 ．4　　 12 6 ．6　　 1 1 0．5　　　 92 ．910 3 2 1 0 1．0　　 11 12　　　 99 212 5 ．4 11 8 ．4　　 12 5 ．7 12 8．1 1 1 1．1
9 1 12 6 ．9 12 6 ．9 1 18．6 12 9 3　　 116 ．3　　 1 13 ，9　　　 8 7．1 12 9 ．5 12 4 ．8　　 13 A 8　　 12 6 ．6　　 123 ．4　　 10 ＆7 12 1．012 1．7　 12 3 ．8　 1 迂 51 35 ．1 11 8 ．4　　 13 5 ．8ii i：9 122 ．9
9 2 13 0 ．7 13 0 ．8 12 3．6 13 5 ．7　　 1 20 ．4　　 12 6 ．3　　　 9 1．9 13 2 ．5 12 8 ．2　　 1 38 2　　 13 1 5　　 1 19 ．3　　 1 06 ．4 11 0．1 10 5 ．9　　 1 17 ．0　　 1 18 ．0 14 7 ．1 1 5 7．1　　 14 6．7 155 ．1 12 0 ．7
9 3 13 6 ．6 13 7 ．0 12 4．3 14 0 ．9　　 1 20 ．7　　 1 14 ．1　　 1 03 ．8 13 9 ．5 13 4 ．8　　 1 44 3　　 14 8 3　　 1 2 1．6　　 1 55 ．0 10 9 210 3 ．8　　 1 15 ．6　　 12 4 ．6 16 2 ．1 2 1 3 ．6　　 15 9 ．9 180 ．7 1 08 ．9
9 4 14 0 ．8 14 1．2 13 1．0 14 6 ．7　　 1 2 7．4　　 12 5 ．4　　　 9 8．4 14 1 ．8 13 6 ．1　　 1 50 ．7　　 13 7 ．0　　 1 2 0．2　　　 92 ．7 11 2 31 04 　　 12 5 ．1　　 1 29 ．0 1 65 ．0 19 8 5　　 16 3 ．6 199 ．0 1 0 4．9
9 5 14 1．4 14 I．8 13 2 ．7 14 I．0　　 1 2 9．6　　 14 1 ．1　　　 82 ．0 1坐 蜃 14 13　　 1 55 ．1　　 13 0 ．1　　 12 7．4　　 10 1．0 11 5 ．6 1 09 ．4　　 1 22 2　　 1 34 ．1 1 73 ．3 2 1 4 ．5　　 17 1 ．6 197 ．81 1 1．6
9 6 14 6 ．1 14 6 ．4 13 2．3 14 8 ．4　　 1 2 75　　 14 0 ．1　　 1 04 314 9 5一°1　 4 1．8　 1 6 1．5　 13 9 ．0　 11 8．4　 100 ．510 9 ．6 1 0 1．3　　 122 ．1　　 1 27 ．4 1 72 ．5 2 2 6 ．0　　 17 0 2198 5 1 1 9．5
9 7 14 7 ．5 14 7 ．7 13 2 ．7 1 45 ．5　　 1 2 92　　 13 9 ．7　　　 8 0．6 15 0 214 3 ．5　　 1 6 1．1　　 14 6 ．9　　 12 0．9　　　 82 ．91 6 ．0 1 16 ．0　　 155 ．5　　 1 2 1．8 1 6 9．6 2 9 2 ．7　　 16 4 ．3 2 05 ．5 1 3 1．0
9 8 14 9 ．8 14 9 ．9 1 40 ．9 14 6 ．0　　 1 40 ．3　　 13 9 ．9　　　 72 ．2 15 0 ．7 14 3 ．3　　 1 6 13　　 14 l．3　　 1 2 8．8　　　 95 ．4 12 7 ．7 13 4 ．8　　 1 13 ．8　　 1 17 ．8 15 3 ．5 2 6 5 ．0　　 14 8．7 2 06 ．414 1．3
賃 料 ；総 務 庁 「科 学 技 術 研 究 調 報 告 」
参考表3　大学院卒業生の産業別就職者数（総務庁統計「会社等」捕捉率の推計）
（単位：人、％）
全 就 職 者 数 公 務 、非 営 利 団 体 、教 員 、医 師 等 を 除 く就 職 者 数
（判 定 ）修 士 博 士 修 士 博 士
（　 比 比 （　 比 比 ）
産
業
別
合　　 計 3 5 ．7 3 7 1 0 0 ．0 6 ．6 8 0 1 0 0 ．0 2 9 ，5 7 6 1 0 0 ．0 1．9 0 5 1 0 0 ．0 －
農　　 業 5 5
9
7
5 1
0 ．2 9
3
1
4
7 6
0 ．1 5 5
9
7
5 1
0 ．2 9
3
1
4
7 6
0 ．5 対 象
林　　 業 0 ．0 0 ．0 0 ．0 0 ．2 対 象
漁　　 業 0 ．0 0 ．0 0 ．0 0 ．1 対 象
鉱　　 業 0 ．1 0 ．1 0 ．2 0 ．2 対 象
建　 設　 業 1 ．8 4 3 5 ．2 1 ．1 1 ．8 4 3 6 ，2 4 ．0 対 象
製 造　 業 1 8 ．7 6 7 5 2 ．5 1 ．0 5 3 1 5 ．8 1 8 ，7 6 7 6 3 ．5 1 ，0 5 3 5 5 ．3 対 象
電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・水 道 業 6 1 0 1 ．7 1 6 0 ．2 6 1 0 2 ．1 1 6 0 ．8 対 象
運 輸 ・通 偉 業 1 ．2 9 0 3 ．6 4 2 0 ．6 1 ，2 9 0 4 ．4 4 2 2 ．2 対 象
卸 売 ・小 売 店 、 飲 食 店 7 2 1 2 ．0 1 3 0 ．2 7 2 1 2 ．4 1 3 0 ．7 対 象 外
金 融 ・保 険 業 4 9 2 1 ．4 1 8
0
4 ．8 6 5
0 ．3 4 9 2 1 ．7 1 8
0
4 2 3
0 ．9 対 象 外
不 動 産 業 8 8 0 ．2 0 ．0 8 8 0 ．3 0 ．0 対 象 外
サ ー ビ ス 業
ノヽ
9 ．0 6 2 2 5 ．4 7 2 ．8 4 ．9 2 3 16 ．6 2 2 ．2一 部 対 象
▼ーL
上 記 以 外
2 ，0 2 2
7 2 0
5 ．7
2 ．0
3 3 3
2 4 7
5 ．0
3 ．7 7 2 0 2 ．4 2 4 7 1 3 ．0 不 明
（サ ーヒ ス　 内 訳 ）
医 療 業 ・保 険 衛 生 6 5 8 1 ．8 1 ，9 1 2 2 8 ．6 －2
1 4 5
－0 ．0 －4
6
1 6 5
－0 ．2 対 象 外
法　 務 1 4 5 0 ．4 6 0 ．1 0 ．5 0 ．3 対 象 外
教　 育 3 ，2 6 2 9 ．1 2 ．2 9 0 3 4 ．3 2 6 8 0 ．9 8 ．7 対 象 外
宗　 教
営　　 体
9 0 0 ．3 1 2
1
0 ．2 9 0 0 ．3 1 2 0 ．6 対 象 外
非　 利 団
上 記 以 外 の サ ー ビ ス 業
4 8 5
4 ．4 2 2
1 ．4
1 2 ．4
4 0
2 4 4
6 ．0
3 ．7 4 ，4 2 2 1 5 ．0 2 4 4 1 2 ．8 対 象
職 業 教　 員 2 ，9 9 4 － 2 ，1 2 5 － － － －
別 医 師 等 6 6 0 － 1 ，9 1 6 － － － －
対 象 業 種　 計 － － ー － 2 7 ，4 1 4 9 2 ．7 1 ，5 7 2 8 2 ．5 －
対 象 外 業 種　 計 － － ー － 2 ，1 6 2 7 ．3 3 糾 1 7 ．5 －
資料：文部省r学校基本調査J（平成10年度）を基にした大まかな試算である。
注：1）大学院を卒業して民間企業に就職した寺について、その概ねの産業別割合を
推計し、さらに、当該分野が総務庁統計のr会社等」の調査対象となっているか
否かを判定することにより、総務庁統計の捕捉率を推計しようとしたものである。
2）公務及び、サービス業のうち非営利的団体に就職した者は除外してある。
3）「医療業・保健衛生」については、当該数値から「医師、歯科医師、獣医師、薬
剤師」の数を、「教育」については教師の数を差し引いてある。
4）判定欄は、産業分野毎に、総務庁調査の対象である業種に該当するか否かを
判定したものである。
5）ただし、「上記以外のサービス業」については全て「ソフトウェア業」（対象業種）
として、「上記以外」については、半々にあん分して取り扱った。
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参考表4　組織別、分野別にみた研究機関数及び研究音数
（実 数） （構 成 比 、％ ）
機 関 数 研 究 機 関 数 研 究音 数
総　 数 1，377 47，117 100．0 100．0
組 国　 営 118 11，412 8．6 24．2
織 公　 営 603 14，347 43．830．4
別 特 殊法 人 12 4，453 0．9 9．5
民　 営 644 16，905 46、8 35．9
分
野
別
文　 学 5
68
68 0．4 0．1
経済 学 1．494 4．9 3．2
社会 学 11 926 0，8 2．0
その 他 73 948 5．3 2．0
理　 学 119 7，516 8．6 16．0
工　 学 421 19，409 30．6 41．2
農 学 453 11，810 32，9 25．1
保 健 138 3．822 10．0 8．1
教 育学 ほか 39 1，124 6．5 2．4
資 料 ：総 務 庁 「科 学 技術 研 究調 査 報告 」（平 成10（1998）年）
参考表5　大学等の数及び研究本務音数
（単位：機関数、人）
大 学 等 数
計 教 員 大 学 院 博 士
課 程 在 学 者
医 局 員 等
実
数
総　 数 2 ，6 3 7 2 5 3 ，1 6 5 1 6 7 ．1 3 35 5 ，6 9 0 3 0 ，3 4 2
国　　 立 8 0 2 1 1 9 ．6 5 5 6 4 ．3 1 2 3 9 ，9 6 0 1 5 ．3 3 3
公　　 立 2 1 0 1 7 ．5 8 3 1 1 ．7 4 8 2 ．7 4 3 3 ，0 9 2
私　　 立 1 ，6 2 5 1 1 5 ，9 2 7 9 1 ．0 7 3 1 2 ，9 8 7 1 1，8 6 7
人 文 ・社 会 科 学 1 ，1 1 6 5 5 ，6 4 9 44 ，0 6 6 1 0 ．8 8 0 7 0 3
自 然 科 学 9 7 6 1 6 7 ，4 9 3 9 6 ．3 3 8 4 1 ，6 5 9 2 9 ．4 9 6
そ の 他 5 4 5 3 0 ，0 2 3 2 6 ，7 2 9 3 ．1 5 1 1 4 3
構
総　 数 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 6 6 ．0 2 2 ，0 1 2 ．0
国　　 立 3 0 ．4 4 7 ．3 2 5 ．4 1 5 ．8 6 ．1
公　　 立 8 ．0 6 ．9 4 ．6 1 ．1 1 ．2
成
比
私　　 立 6 1 ．6 4 5 ．8 3 6 ．0 5 ．1 4 ．7
人 文 ・社 会 科 学 4 2 ．3 2 2 ．0 17 ．4 4 ．3 0 ．3
自 然 科 学 3 7 ．0 6 6 ．2 3 8 ．1 1 6 ．5 1 1 ．7
そ の 他 2 0 ．7 1 1 ．9 1 0 ．6 1 ．2 0 ．1
資 料 ： 総 務 庁 「科 学 技 術 研 究 調 査 報 告 」（平 成 1 0 （1 9 9 8 ）年 ）
参考表6　本調査研究における研究者の範囲
（単．位：人、％）
総 務庁 統 計 による
研 究本 務 音数
本調査 研究 における
研究者 数
実数 成 比 実数 構成 比 ）
合 計 704，514 100．0 604．940 100．0
会 社 等 404，232 57．4 390．690 64．6
うちソフトウエア 13，542 1．9
研 究機 関 47，117 6．7 47．117 7．8
大 学 等 253，165 35．9 167．133 27．6
うち教 員 167，133 23．7
大学院博士課程の在籍者 55．690 7．9
医局員等 30，342 4．3
資料 ：総務 庁 「科 学技 術 研 究調 査 報告 」（平成 10（1998）年 ）
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参考表7　研究者数の推移（実績）
年
実 数 （千 人 ） 構 成 比 （％ ） 伸 び （19 80 ＝10 0）
合 計 会 社 等　 研 究 機 関　 大 学 等 会 社 等　 研 究 機 関　 大 学 等 合 計 会 社 等　 研 究 機 関　 大 学 等
19 8 0 3 2 2．8 17 3．2　　　 3 1．8　　 11 7．7 53 ．7　　　　 9 ．9　　　 36．5 100 ．0 10 0 ．0　　 100 ．0　　 1 00 ．0
8 1 3 3 9．4 18 4．9　　　　 3 3．7　　 12 0．9 54 ．5　　　　 9 ．9　　　　 35．6105 ．2 10 6 ．7　　 105 ．7　　 1 02 ．7
82 3 5 3．5 19 2．9　　　 3 6．4　　 124 ．1 54 ．5　　　 10 ．3　　　 35．1 109 ．5 1 1 1．4　　 114 ．4　　 1 05 ．4
83
84
85
3 6 3．3 20 1．1　　　 34 ．8　　 12 7 ．4 55 ．4　　　　 9 ．6　　　 35 ．1 112 ．6 1 16 ．1　　 109 ．3　　 1 08 ．2
3 9 0．1 22 3．9　　　 3 5 ．6　　 13 0 ．6 5 7．4　　　　 9 ．1　　　 33 ．512 0．9 129 ．2　　 11 1．8　　 11 1．0
3 9 9．9 23 1．1　　　 3 6．0　　 13 2 ．8 57 ．8　　　　 9 ．0　　　　 33 ．212 3．9 133 ．4　　 113 ．1　　 112 ．8
86 4 2 3．1 25 1．8　　　 3 6．5　　 1糾 ．9 59 ．5　　　　 8 ．6　　　 31 ．913 1．1 14 5 ．3　　 114 ．5　　 1 14 ．6
87 4 35 ．3 26 0．8　　　 3 7．3　　 13 7．159 ．9　　　　 8 ．6　　　　 31．5 134 ．9 15 0 ．6　　 117 ．2　　 1 16 ．5
88 4 5 7．7 27 9．3　　　 3 8．5　　 13 9．9 6 1．0　　　　 8 ．4　　　 30．6 14 1．8 16 1．2　　 12 1．0　　 1 18 ．9
89 4 77 ．1 29 4．2　　　 4 0．1　　 142 ．8 6 1．7　　　　 8 ．4　　　 29．9 147 ．8 16 9 ．8　　 1 25 ．9　　 1 2 1．3
90 5 0 1．3 3 13．9　　　 4 0．8　　 146 ．5 62 ．6　　　　 8 ．1　　　 2 9．2155 ．3 18 1．2　　 1 28 ．2　　 1 24 ．5
9 1 5 22 ．5 33 1．0　　　 4 1．9　　 14 9，663 ．3　　　　 8 ．0　　　 28 ．6 16 1．919 1．1　　 13 1．6　　 127 ．1
92 5 3 6．5 34 0．8　　　 4 3．1　　 152 ．6 63 ．5　　　　 8 ．0　　　　 28．4 166 ．2 19 6 ．7　　 135 ．2　　 1 29 ．7
93 5 55 ．5 35 6．4　　　 44 ．0　　 155 ．1 64 ．2　　　　 7 ．9　　　　 27．9 172 ．1 20 5 ．7　　 138 ．2　　 1 3 1．8
94 5 69 ．9 36 7．3　　　　 44 ．6　　 158 ．0 64 ．4　　　　 7 ．8　　　 2 7．7 176 ．6 2 12 ．0　　 1 40 ．2　　 1 34 ．2
95 5 83 ．8 37 6．6　　　　 46 ．5　　 160 ．6 64 ．5　　　　 8 ．0　　　　 2 7．5 1 80 ．9 2 17 ．4　　 1 46 ．1　　 13 6．4
96 5 93 ．9 384 ．1　　　 46 ．5　　 163 ．3 64 ．7　　　　 7．8　　　 2 7．5 18 4 ．0 22 1．7　　 14 5 ．9　　 13 8．7
9 7 5 96 ．9 3 84 ．8　　　 47 ．0　　 16 5 ．1 64 ．5　　　　 7．9　　　 2 7．718 4 ．9 22 2．1　　 14 7，6　　 14 0．3
9 8 6 04 ．9 39 0．7　　　 47 ．1　　 167 ．1 64 ．6　　　　 7 ．8　　　 2 7．6187 ．4 22 5 ．5　　 1 48 ．0　　 14 2．0
（年 平 均 増
8 0 ′－98
加 数 ）
15 ．7 12 ．1　　　　 0 ．8　　　　 2 ．7
8 0 ・－9 1 18 ．2 14 ．3　　　　 0 ．9　　　　 2 ．9 －
9 2 へ・9 8 1 1．4 8 ．3　　　　 0 ．7　　　　 2 ．4 －
資 料 ：総 務 庁 「科 学 技 術 研 究 調 査 報 告 」
注：1）会社等の内、ソフトウエア業は除く。
2）大学等の内、博士課程在学者及び医局員等は除く。
参考表8　研究者数の対前年伸び率と寄与度の推移（実績）
年
対 前 年 伸 び 率 寄 与 度 （参考）実 質
経済成長 率合 計 会 社 等　 研 究 機 関　 大 学 等 会 社 等　 研 究 機 関　 大 学 等
198 0 胃－ 2 ．4
8 1 5 ．16 6．7 2　　　 5 ．6 8　　　 2．7 2 3．6 1　　　 0 ．5 6　　　 0 ．992 ．9
8 2 4 ．13 4．3 6　　　 8 ．2 2　　　 2．5 5 2．37　　　 0 ．8 1　　　 0 ．9 43 ．3
8 3 2 ．79 4．25　　　 －4 ．44　　　 2．5 5 2．32　　　 －0 ．4 6　　　 0 ．9 32 ．6
8 4 7 ．37 11．3 1　　　 2 ．34　　　 2．5 1 6．26　　　 0 ．2 2　　　 0 ．8 84 ．1
8 5 2 ．52 3．2 2　　　 1 ．1 2　　　 1．6 8 1．85　　　 0 ．10　　　 0 ．5 64 ．3
8 6 5 ．80 8 ．9 5　　　 1．2 2　　　 1．5 8 5．17　　　 0 ．1 1　　　 0 ．533．2
8 7 2 ．87 3 ．6 0　　　 2 ．4 2　　　 1．6 3 2．14　　　 0 ．2 1　　　 0 ．525 ．0
8 8 5 ．16 7 ．0 7　　　 3 ．2 3　　　 2．0 4 4．24　　　 0 ．28　　　　 0．646．0
8 9 4 ．22 5 ．34　　　 3 ．9 8　　　 2．0 7 3．2 6　　　 0 ．34　　　 0 ．634 ．7
9 0 5 ．07 6 ．7 1　　 1 ．8 5　　　 2．5 94．14　　　 0 ．16　　　 0 ．78 5 ．3
9 1 4 ．24 5．4 3　　　 2 ．7 0　　　 2．1 23．4 0　　　 0 ．22　　　 0 ．62 3．0
9 2 2 ．67 2．9 6　　　 2 ．7 2　　　 2．0 1 1．8 8　　　 0 ．22　　　 0 ．570．7
93 3．5 5 4 ．5 8　　　 2 ．17　　　 1 ．6 4 2．9 1　　　 0．1 7　　　 0．470．3
94 2．5 9 3 ．0 5　　　 1．4 6　　　 1 ．8 7 1．9 6　　　 0．12　　　 0．520．6
95 2．4 3 2 ．5 5　　　 4 ，2 2　　　 1 ．6 5 1．6 4　　　 0．3 3　　　 0．463．1
9 6 1．7 3 1．9 8　　　 －0 ．14　　　 1 ．6 81 ．2 8　　　 －0．0 1　　　 0．46 4．7
9 7 0．5 1 0 ．19　　　 1．14　　　 1．10．12　　　 0 ．0 9　　　 0．30 －0．3
9 8 1．34 1．5 3　　　 0 ．2 8　　　 1．2 1 0．9 8　　　 0．02　　　 0．34－1．9
81～98平 均 3 ．5 6 4 ．6 6　　　 2 ．2 3　　　 1．9 7 －
81・－91平均 4．4 9 6 ．09　　　 2 ．5 7　　　 2 ．2 1 ．－
92・－98平 均 2．12 2 ．4 0　　　 1．69　　　 1 ．5 9 －
資 料 ：総 務 庁 「科 学 技 術 研 究 調 査 報 告 」
注：1）会社等の内、ソフトウエア業は除く。
2）大学等の内、博士課程在学者及び医局員等は除く。
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参考表9　実質GNPの推移と会社等の研究者数の推計
（単位：兆円、千人）
?????
昭和 ／平 西 暦
実　 質　 G　 N　 P 研　 究　 者　 数
実 績 値 推 計 値 実 績 値 推 計 値
シナ胃は1（3笈成長）シナは2（21成長）シナ川部11成長） シナ付1（3％成長）シナ柑2（2器成長）シナ柑3（1％成長）
55
56
57
58
59
・60
80
85
292 ．5
300．9
3 11．0
3 19．1
332．4
346 ．7
173．2
184 ．9
19 2．9
20 1．1
22 3．9
2 31．1
174 ．1
183．1
193．7
202．4
2 16．4
23 1．7
6 1
62
63
7C
2 90
35 7．7
37 5．6
398．0
4 16．7
438．8
2 51．8
260．8
2 79 ．3
29 4．2
3 13．9
24 3．3
262 ．3
286．0
305．8
329 ．3
3
4
5
6
7 95
452．0
455．1
456．6
459 ．3
473．5
331．0
340．8
356．4
367．3
3 76．6
34 3．3
346 ．6
34 8．2
351．1
366 ．1
8
9
10 98
495．6
494．2
484．9
384．1
384．8
390．7
389 ．6
38 8．0
378．2
1 1
00
499 ．5 49 4．6 489 ．8 39 3．6 38 8．5 383．4
12 5 14 ．4 50 4．5 494 ．7 40 9．5 39 9．0 388．5
13
05
529 ．9 514．6 499 ．6 4 25．9 4 09．7 393．8
14 54 5．8 52 4．9 504 ．6 44 2．8 42 0．6 399．1
15 562 ．2 535．4 509 ．7 46 0． 4 31．7 404．4
16 579 ．0 54 6．1 514．7 4 78．0 44 3．1 409．9
17 59 6．4 557．0 519．9 49 6．4 4 54．7 4 15．3
18
10
6 14．3 568．2 525．1 515．4 466．5 420．8
1 9 6 32．7 579．5 530．3 535．0 478．5 426．4
2 0 6 51．7 59 1．1 535．6 555． 490．8 432 ．0
2 1 67 1．2 602．9 54 1．0 575．8 503．4 43 7．7
22 69 1．4 615．0 546．4 597．2 516．2 443．4
資料：総務庁r科学技術研究調査報告」、経済企画庁「国民経済計算」等からの推計である。
参考表10研究機関の研究者数の推計
（単位：千人）
年
実 績 値 実 質 G N P に よ る 推 計 値 タイムル ンドに よ る
推 計 値シナリオ1 （3 ％成 長 ） け リオ2 （2 ％成 長 ） シナリわ く1篤成 長 ）
8 0
8 1
8 2
8 3
8 4
8 5
3 1 ．8
3 3 ．7
3 6 ．4
3 4 ．8
3 5 ．6
3 6 ．0
3 2 ．6
3 3 ．2
3 3 ．9
3 4 ．4
3 5 ．3
3 6 ．3
8 6
8 7
8 8
8 9
9 0
3 6 ．5
3 7 ．3
3 8 ．5
4 0 ．1
4 0 ．8
3 7 ．0
3 8 ．2
3 9 ．7
4 1 ．0
4 2 ．5
9 1
9 2
9 3
9 4
9 5
4 1 ．9
4 3 ．1
4 4 ．0
4 4 ．6
4 6 ．5
4 3 ．4
4 3 ．6
4 3 ．7
4 3 ．9
4 4 ．9
9 6
9 7
9 8
4 6 ．5
4 7 ．0
4 7 ．1
4 6 ．4
4 6 ．3
4 5 ．6
9 9 4 6 ．6 4 6 ．3 4 6 ．0 4 8 ．8
0 0 4 7 ．6 4 7 ．0 4 6 ．3 4 9 ．6
0 1 4 8 ．7 4 7 ．7 4 6 ．6 5 0 ．5
0 2 4 9 ．8 4 8 ，4 4 7 ．0 5 1 ．4
0 3 5 0 ．9 4 9 ．1 4 7 ．3 5 2 ．2
0 4 5 2 ．0 4 9 ．8 4 7 ．7 5 3 ．1
0 5 5 3 ．2 5 0 ．5 4 8 ．0 5 4 ．0
0 6 5 4 ．4 5 1 ．3 4 8 ．4 5 4 ．8
0 7 5 5 ．7 5 2 ．1 4 8 ．7 5 5 ．7
0 8 5 7 ．0 5 2 ．8 4 9 ．1 5 6 ．6
0 9 5 8 ．3 5 3 ．6 4 9 ．4 5 7 ．4
1 0 5 9 ．6 5 4 ．5 4 9 ．8 5 8 ．3
資 料 ： 総 務 庁 「科 学 技 術 研 究 調 査 報 告 」等 か ら の 推 計 で あ る 。
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参考表1118歳人口と大学入学者数の推移
（単位：千人、％）
年 18 歳 人 口 入 学 者 数 進 学 率
8 0 1，5 9 0 4 12 2 5 ．9
8 1 1，63 8 4 13 2 5 ．2
8 2 1，6 8 1 4 15 2 4 ．7
8 3 1，79 4 42 0 2 3 ．4
8 4 1，4 4 4 4 16 2 8 ．8
8 5 1，8 5 9 4 12 2 2 ．2
8 6 1，85 1 4 37 2 3 ．6
8 7 1，89 4 4 66 2 4 ．6
8 8 1，92 2 4 73 2 4 ．6
8 9 1，9 7 9 4 77 2 4 ．1
9 0 2 ，0 14 49 2 2 4 ．4
9 1 2 ，0 6 8 52 2 2 5 ．2
9 2 2 ，0 3 6 54 2 2 6 ．6
9 3 1，92 5 5 55 2 8 ．8
9 4 1，8 4 4 5 6 1 3 0 ．4
9 5 1，7 5 8 56 9 3 2 ．3
9 6 1，7 1 1 57 9 3 3 ．8
9 7 1，6 4 4 5 8 7 3 5 ．7
9 8 1，6 0 0 5 9 1 3 6 ．9
9 9
0 0
1，5 3 0
1，5 13
0 1
0 2
0 3
0 4
0 5
1 ，5 0 8
1 ，4 9 2
1，4 4 1
1，3 8 0
1，3 5 1
0 6
0 7
0 8
0 9
10
1，3 13
1，2 7 1
1，23 2
1，2 10
1，2 0 8
資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成9年1月推計）
文部省「学校基本調査」
注：1）18歳人口は「中位推計」による。
2）「進学率」は、18歳人口に対する大学入学者数の割合である。
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参考表12　研究者数（合計）の推計
年
実 績 値 推 計 値
会 社 等 研 究 機 関 大 学 等 合 計
シナ川 1 （3 ％成 長 ） シナリオ2 （2 ％成 長 ） シナリわ （1％成 長 ）
全 土 研 究 機 関 ； 大 学 等 日計 全 土 研 究 機 関 大 学 等 合 苫 会 社 等 研 究 機 関 学 合 苫
8 0 17 3 ．2 3 1．8 1 17 ．7 3 2 2 ．8
8 1
82
83
8 4
8 5
1 8 4 ．9
1 9 2 ．9
2 0 1 ．1
2 2 3 ．9
2 3 1．1
3 3 ．7
3 6 ．4
34 ．8
35 ．6
3 6 ．0
1 20 ．9
1 24 ．1
12 7 ．4
13 0 ．6
13 2 ．8
3 3 9 ．4
3 5 3 ．5
3 6 3 ．3
3 9 0 ．1
3 9 9 ．9
8 6
87
8 8
8 9
9 0
2 5 1．8
2 6 0 ．8
2 7 9 ．3
2 94 ．2
3 13 ．9
3 6 ．5
37 ．3
38 ．5
4 0 ．1
4 0 ．8
13 4 ．9
1 37 ．1
13 9．9
14 2 ．8
14 6 ．5
4 2 3 ．1
4 3 5 ．3
4 5 7 ．7
4 7 7 ．1
5 0 1 ．3
9 1
9 2
9 3
9 4
9 5
3 3 1．0
糾 0 ．8
3 5 6 ．4
3 67 ．3
3 7 6 ．6
4 1．9
4 3 ．1
4 4 ．0
小l．6
4 6 ．5
14 9 ．6
15 2 ．6
15 5 ．1
15 8 ．0
16 0 ．6
5 2 2 ．5
5 3 6 ．5
5 5 5 ．5
5 6 9 ．9
5 8 3 ．8
9 6
9 7
9 8
3 8 4 ．1
3 8 4 ．8
3 9 0 ．7
4 6 ．5
4 7 ．0
4 7 ．1
16 3 ．3
16 5 ．1
16 7 ．1
5 9 3 ．9
5 9 6 ．9
6 0 4 ．9
9 9 3 9 3 ．6 4 6 ．6 16 6 ．0 60 6 ．3 3 88 ．5 4 6 ．3 16 6 ．0 6 00 ．8 38 3 ．4 4 6．0 16 6 ．0 5 9 5 ．3
0 0 4 0 9 ．5 4 7 ．7 1 6 3 ．76 20 ．9 3 9 9．0 4 7 ．0 16 3 ．7 6 0 9 ．7 38 8 ．5 4 6 ．3 16 3 ．7 5 9 8 ．5
0 1 4 2 5 ．9 4 8 ．7 16 1 ．4 6 3 6．0 4 0 9．7 4 7 ．7 16 1 ．4 6 1 8 ．8 3 9 3 ．8 4 6 ．6 16 1．4 6 0 1．8
0 2 4 4 2 ．8 4 9 ．8 15 9 ．1 65 1．6 4 20 ．6 4 8 ．4 15 9 ．1 6 2 8 ．1 39 9 ．1 4 7 ．0 15 9 ．1 6 0 5 ．2
0 3 4 6 0 ．1 5 0 ．9 15 6 ．8 6 67 ．8 4 3 1．79 ．1 15 6 ．8 6 37 ．6 4 0 4 ．4 4 7 ．3 15 6 ．86 0 8 ．6
0 4 4 7 8 ．0 5 2 ．0 15 4 ．5 68 4 ．5 4 4 3 、1 4 9 ．8 1 54 ．5 6 47 ．4 40 9 ．9 47 7 15 4 ．5 6 1 2 ．0
0 5 4 9 6 ．4 5 3 ．2 15 5 ．5 70 5 ．1 4 54 ．7 5 0 ．5 15 5 ．5 6 6 0 ．7 4 15 ．3 4 8 ．0 15 5 ．5 6 1 8 ．8
0 6
加 数 （1 9 9 ～ 2 0 1 0 ））
術 研 究 韻 報 告 J 、
5 15 ．4 5 4 ．4 15 6 ．5 7 2 6 ．3 4 6 6 ．5 5 1 ．3 15 6 ．5 6 7 4 ．3 42 0 ．8 4 8 ．4 15 6 ．5 6 2 5 ．7
0 7 5 3 5 ．0 5 5 ．7 15 7 ．6 7 48 ．2 4 7 8 ．5 5 2 ．1 15 7 ．6 6 8 8 ．2 42 6 ．4 4 8 ．7 15 7 ．6 6 3 2 ．7
0 8 5 5 5 ．1 5 7 ．0 15 8 ．67 70 ．6 4 90 ．8 5 2 ．8 15 8 ．6 7 0 2 ．3 43 2 ．0 4 9 ．1 15 8 ．6 6 3 9 ．7
0 9 5 7 5 ．8 5 8 ． 15 9 ．67 93 ．7 5 03 ．4 5 3 ．6 15 9 ．6 7 1 6 ．6 4 3 7 ．7 4 9．5 15 9 ．6 6 4 6 ．8
10 5 9 7 ．2 5 9 ．6 16 0 ．7 8 17 ．5 5 1 6．2 5 4 ．5 16 0 ．7 7 3 1 ．3 44 3 ．4 49 ．8 16 0 ．7 6 5 3 ．9
（年 平 均 17 ．2 1．0 －0 ．5 1 7 ．7 1 0 ．5 0 ．6 －0 ．5 1 0 ．5 4 ．4 0 ．2 i　　 －0 ．5 4 ．1
資 料 ：総 務 庁 「科 学 技 学 審 議 会 答 申 （9 7 ．1）、文 部 省 「学 校 基 本 調 査 J等 に よ る推 計 で あ る 。
参考表13　研究者数の年平均増加数
（単位：千人／年）
会 社 等 研 究 機 関 大 学 等 合　 計
（実 ≡ －≡
1 2 ．1 0 ．8 2 ．7 1 5 ．7′、′
8 0 へ ・9 1 1 4 ．3 0 ．9 2 ．9 1 8 ．2
～ 8 ．3 0 ．7 2 ．4 1 1 ．4．
（推 計 値 ）
シ ナ リ オ 1 1 7 ．2 1 ．0 －0 ．5 1 7 ．7
シ ナ リ オ 2 1 0 ．5 0 ．6 －0 ．5 1 0 ．5
シ ナ リ オ 3 4 ．4 0 ．2 －0 ．5 4 ．1
参考表14研究者の年齢階層別の構成比
（1）年齢区分別本務教員数（大学）
（単位：人、％）
実 数 構 成 比 （構 成 比 ）
合 計 1 3 9 ，4 8 7 1 0 0 ．0
2 5 3 6 3 0 ．3
（5 0 歳 以 上 ）
（6 0 歳 以 上 ）
3 8 ．3
1 5 ．6
2 5 一一 3 0 5 ，9 2 1 4 ．2
3 0 へ ・3 5 1 8 ，0 0 9 1 2 ．9
3 5 へ ・4 0 2 1 ，9 0 2 1 5 ．7
4 0 ■－ 4 5 1 9 ，3 8 1 1 3 ．9
4 5 へ ・5 0 2 0 ．4 9 7 1 4 ．7
5 0 ～ 5 5 1 8 ，2 3 8 1 3 ．1
5 5 へ ・6 0 1 3 ，4 5 4 9 ．6
6 0 ～ 6 5 1 2 ，9 2 8 9 ．3
6 5 歳 以 上 8 ，7 9 4 6 ．3
資料：文部省「学校教員統計調査」（95年度）
（2）会社等における研究者数の年齢構成
（単位：人、％）
実 数 構 成 比 （構 成 比 ）
合 計 3 9 6 ，5 3 2 1 0 0 ，0
2 5　 未 ・ 3 7 ．9 9 5 9 ．6
（5 0 歳 以 上 ） 9 ．2
2 5 ・－ 3 0 1 1 1 ．0 3 6 2 8 ．0
3 0 ～ 3 5 糾 ．3 1 1 2 1 ．3
3 5 一一4 0 4 7 ．0 3 3 1 1 ．9
4 0 ・－ 4 5 4 I，3 8 8 1 1 ．2
4 5 ～ 5 0 3 5 ．3 0 5 8 ．9
5 0 へ ・5 5 2 5 ．4 0 6 6 ．4
5 5 へ ・6 0 9 ，2 3 6 2 ．3
6 0 歳 以 上 1 ，8 2 2 0 ．5
資料：潮木守一他r研究者の養成確保に関する研究」（94年3月）
注：アンケート調査結果による（1993年4月現在）。
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